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第 １ 章 
背景 
 
今日、産業の発展におけるイノベーション創出の重要性が盛んに指摘されている。

特に近年では、技術プッシュのイノベーションの限界が盛んに議論されており、潜在

的な市場ニーズを感知し技術シーズと有効に結びつけることが大きなイノベーショ

ンを生むといった論点に関心が集まっている。また、環境、資源といった社会問題に

対する認識も益々高まっている。これらのハイレベルな問題の解決は単純な企業の利

潤追求のためのコスト削減と生産性の向上等の観点のみでは捉えきれない。長期的で

全社会的な視野に基づくイノベーションが求められており、官、消費者、企業等の主

体間の意思統合に基づいたイノベーションが必要とされている。 
 現在、日本では国際競争力の低下が大きな課題とされている（Kameoka,2001）1。 

産業構造審議会による「研究開発投資と新規事業投資の現状と課題 2」によれば、日

本の政府から民間企業への研究開発支援費は、現在国際競争力が高い水準にある米国

に比べ潤沢とは言えない。しかし近年、先端技術産業分野においては競争力維持のた

めに膨大な研究開発投資が必要とされている。民間企業の投下する研究開発投資は、

増加傾向にあるにも関わらず、必ずしも経済成長に寄与していていないという指摘も

なされており、研究開発効率の問題が大きな問題となっている。また日本は相対的に

基礎研究が弱いという指摘がなされているが、今後産・官・学等の外部機関との提携

による研究開発の効率化の必要性が示唆されている。 
 こうした研究開発の効率化施策を行う際にまず重要なのは、長期的な戦略の明確化

であろう。その際、適切な手法を用いる事が効果的な戦略、施策の立案上有益である

と考えられる。こうした手法の一つに、ロードマップがある。ロードマップは近年、

欧米諸国を中心に盛んに導入が行われている戦略プランニング及びマネジメント手

法の一つであり、その有用性が様々な分野で検討されている  (Phaal, 
Shehabuddeen & Assakul, 2002)3。しかしながら、その導入状況、及び具体的な内

容や導入目的についてはまだ不明な点が多い。本研究では産業レベルのロードマップ

の現状と形態に関する分析を行ってロードマップの現状を明らかにするとともに、よ

り有効なロードマップ活用方策について探究を行った。 
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第 ２ 章 
産業ロードマップの定義と機能 
 
2.1 ロードマップの対象と導入概況 
近年、欧米諸国では盛んにロードマップを用いた戦略、施策策定が実施されている。

ロードマップとは、海軍研究局のロナルド・コストフ博士によれば様々な要素が発達

し、種々の成果へと変容していく構造的・経時的関係を記述可能な次元に置き換えて

表現したもの（NEDO 海外レポート 820）4と定義されている。換言すればロードマ

ップとは、戦略的目標を達成する為に具体的な施策を検討し、実現のプロセスを明確

に示す座標軸としての機能を果たす戦略マネジメント及びプランニングツールだと

言えよう。現在では特に欧米を中心に科学、産業、企業、製品といった多様な領域を

対象に作成されていることが報告されている（Phaal, Farrukh & Probert, 2001）5。 
 
Kappel, Thomas A.(2001)6によればロードマップは、科学技術ロードマップ/産業

ロードマップ/製品・技術ロードマップ/製品ロードマップに分類される。このように

ロードマップには大きく科学技術全般、産業、企業、製品といった対象レベルが存在

し、適用する対象のレベルに応じて様々な特性をもったロードマップが作成されてい

るといえよう(図１．１)。 
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特定分野

社会レベル 企業レベル

“製品ロードマップ”

“科学技術
ロードマップ” “企業ロードマップ”

““産業ロードマップ産業ロードマップ””

全体

本研究の対象範囲
 

図１．１ ロードマップの種類 

 
具体的な導入事例としては、企業レベルでは米 Motorola 社（Willyard & 

McClees,1987）７、Honeywell 社等が挙げられる。こうした企業はいずれもハイテク

分野を扱っており、非常に広い事業分野を持つコングロマリット的企業である点が特

徴的であろう。ロードマップはこうした巨大複合的企業が、自社の持つ多様な資源を

効率的に利用するため、市場と技術、あるいは技術と製品といった組織内の異なる領

域間を統合した戦略計画を立案するといった用途に用いられている。またインテル社

では自社製品のロードマップを公開し、他社による関連ツールの開発促進やユーザー

との意思疎通を図っている。 
 
こうした中、産業レベルを対象とするロードマップに関しては、1992 年の米 SIA

（Semiconductor Industry Association）により半導体の技術発展に関するロードマ

ップが作成されたのが端緒となっている。これは、現在量産されている技術がムーア

の法則に則って直線的に発展すると仮定した際、延長線にある技術的数値が 7 年目ま

では毎年、それ以降は 3 年毎にどのように推移するのかを示したものである。さらに

は現在の量産技術ではそうした予測値を達成できなくなる年度を赤で示し、可能な代

替技術を示している。SIA による半導体ロードマップ（NTRS; National Technology 
Roadmap for Semiconductors））はその後、1999 年から世界５極により作成される
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ITRS（International Technology Roadmap for Semiconductors）に継承され、現在

に続いている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．２ 半導体ロードマップの例 
（Semiconductor Industry Association.  The International Technology Roadmap for 
Semiconductors, 1999 edition.  International SEMATECH:Austin, TX, 1999.より） 

 
この半導体ロードマップに引き続き、ロードマップは電力（1999）、製鉄(2001)等

様々な産業で作成され、戦略的な産業振興と研究開発推進に用いられている。また、

政府主導のロードマップも存在する。「外部評価機関のあり方に関する調査報告書」

（財団法人政策科学研究所、2001）8にあるように、米 DOE（Department of Energy）
では産業分野毎にロードマップの作成を支援し、政府からの投資評価に用いている。 
 この報告書によれば、DOE はテクノロジーロードマップを戦略的プログラムに関

する事前評価に利用している。DOE ではテクノロジーロードマップは産業における

ニーズ駆動のテクノロジー計画プロセスとして位置付けられており、以下のプロセス

により構成されるとされる。 
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１． 製品」の定義 
２． リティカルな市場の要求とパフォーマンス,コスト目標の定義 
３． 主要なテクノロジー分野の特定 
４． テクノロジーのドライバーと目標 
５． 代替可能なテクノロジーの定義とタイムラインの明確化 
６． 代替可能なテクノロジーのプライオリティー付け 
７． ロードマップ報告の作成 
 

DOE はロードマップの作成により、産官学のパートナーシップを強化し、シナジ

ーの創造等を目指しているとされる。 
 

 ここで、産業レベルのロードマップとして頻繁に作成されるもののうち、テクノロ

ジーロードマップと呼ばれるものがある。もともとテクノロジーロードマップとは、

企業レベルにおいては英国の企業である British Petroleum により提案されたもので

ある。Barker and Smith( 1995)9によれば、R&D に関連する調達、計画といった全

ての機能を視覚化して示す将来予測ツールである。産業レベルでは前述の半導体産業

による 1992 年のロードマップがその端緒であろう。これらのテクノロジーロードマ

ップの特色は、産業/企業といった適用レベルによらず、対象とされる領域が技術的側

面に限定されていることである。しかし本研究では、一般に産業レベルのロードマッ

プでは対象としている施策領域は必ずしも技術のみに限定されないが、産業分野と用

いられる技術領域が一致するケースも多いといった事情を考慮し、産業レベルのロー

ドマップとして一括して取り扱うこととした。産業育成において技術の果たす役割が

非常に大きい事から、産業ロードマップにおいて技術的側面が重篤に考慮されている

ものが多いのは事実であり、産業レベルのテクノロジーロードマップと産業ロードマ

ップとの境界線は必ずしも明確ではないと考えられるのである。 

 
2.2 ロードマップとは 
2.2.1 ロードマップの概要 
先にも述べたように、ロードマップとは戦略的目標を達成する為に具体的な施策を

検討し実現のプロセスを明確に示す、座標軸としての機能を果たす戦略マネジメント

及びプランニングツールである。Phaal, Shehabuddeen & Assakul(2002)によれば企
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業レベルでは英国の約 10％の企業で導入され、そのうち約 80％の企業が現在も導入

中だとされている。こうした機能を充足するため、具体的には図２．１に示すような

記述形式をとることが一般に知られている。図２のフォーマットは、横軸に時間軸を、

縦軸に市場、製品、技術、リソース等のレイヤーをとり、時間軸にとってそれらの将

来動向予測に関連性をもたせて示すものである。 

time

Business / Market /
Drivers / Objectives

Products / Services /
Capabilities / Systems /

Opportunities / Risks

Technology /
Competences

Skills /
partnerships /

resources, etc.

 
図２．１ ロードマップのフォーマット例 

 （Phaal, Farrukh & Probert, 2001 より） 
 

また、Phaal, Shehabuddeen & Assakul(2002)ではイギリスの自動車産業における

産業ロードマップの作成事例を示している。この際用いられたフォーマットとしては、

市場・産業ドライバー/パフォーマンス測定と目標/技術分野/その他の４つのレイヤー

より構成されるフォーマットを使用している。 
フォーマットと作成目的、対象等の関係については Phaal, Farrukh & 

Probert(2001)で例示を挙げて記述している。これによれば、先述のフォーマットの

他にもバー、表、フローといった多様なフォーマットが存在し、製品計画、キャパシ

ティープランニング等の目的に応じて適宜利用できるとされている。 
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 また近年では情報システムによるツール化が行われている。企業レベルにでは先述

の Motorola 社等で用いられているツールが知られている。このツールでは企業の各

組織階層に対応したロードマップを作成し、ツリー構造により各々のレベルでのロー

ドマップをリンク付けて管理し、またシステム化のメリットを生かして即時更新体制

がとられている。 

 
 

図２．２ Motorola 社のフォーマット 

(Jeneva 社、vision strategist) 

 
 以上、ロードマップのフォーマットの特性をまとめれば、研究開発等の施策を時間

軸に沿って図示すると共に、それらの関連性を明示するような形態のものが一般的と

いうことができる。Phaal, Farrukh & Probert(2001)における分析では企業ロードマ

ップに主眼が置かれているが、産業レベルのロードマップに関しては、上記のフォー

マットに文書による分析や解説がついた冊子状の形態のものがほとんどであり、その

詳細な分析内容に関しては不明確な点も多い。また実際には文章記述のみの物や線表

による記述のない物等も存在し、フォーマットの定義に関しては必ずしもコンセンサ

スが得られてはいない。Phaal, Farrukh & Probert(2001)においても文章のみのロー

ドマップの存在を認識していることからも、ロードマップという概念において重要な

のは、フォーマットよりむしろロードマップの機能的定義に示したように、目標への

到達施策を明示するといった機能を果たすこと自体であり、そうした機能を満たす形
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態のものはすべてロードマップの要件を満たしているとも捉えられよう。とすれば、

ロードマップとは非常に多義に渡る概念であり、その適用に関しては注意深い検討が

必要であると考えられるのである。 

 
2.2.2 ロードマップの策定プロセス  
ロードマップの策定プロセスとしては、Phaal, Farrukh & Probert による著

書 ”T-Plan: the fast=start to technology roadmapping-planning your route to 
success”(2001, Cambridge UK)10に詳しい。これによればロードマップ作成プロセス

には次の大きく 3 つのフェーズが存在する。 
 

 １：プランニング 
 ２：ロードマッピング 
 ３：ロールアウト 
 
このうち、２の導入プロセスにおいては市場に関するワークショップ、製品に関する

ワークショップ、技術に関するワークショップが順次開催され、最後にロードマップ

作成が行われるとされる。 

W o rk s h o p  1
M a rk e t

W o rk s h o p  2
P ro d u c t

W o rk s h o p  3
T e c h n o lo g y

W o rk s h o p  4
R o a d m a p p in g

• P e rfo rm a n c e
d im e n s io n s

• M a rk e t /  b u s in e s s
d r iv e rs

• P r io rit is a t io n
• S W O T
• G a p s

• P ro d u c t fe a tu re
c o n c e p ts

• G ro u p in g
• Im p a c t ra n k in g
• P ro d u c t s tra te g y
• G a p s

• T e c h n o lo g y
s o lu tio n s

• G ro u p in g
• Im p a c t ra n k in g
• G a p s

• L in k in g  
te c h n o lo g y
re s o u rc e s  to
fu tu re  m a rk e t 
o p p o rtu n it ie s

• G a p s

• S e tt in g  u p  
th e  p ro c e s s • M a n a g in g  th e  p ro c e s s

• F o llo w in g  o n
fro m  th e  p ro c e s s

 
図２．３ ロードマップの作成プロセス例  

(Phaal, Farrukh & Probert,2002 より) 
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こうしたワークショップはほぼ毎月 1 回行われ、ワークショップの参加者は個別に

タスクを持ち帰り検討を行って次回の作業にフィードバックする。しかしこうしたア

プローチは、製品レベルを考慮している事からも示されるようにどちらかというと企

業レベルに当てはまるアプローチでもあろう。産業ロードマップを作成する際の導入

プロセスに関しては特に確立した方法論等は存在していない。 

 
2.3 ロードマップの機能と目的と形態の関連性 
 ではこうしたロードマップという手法を導入する意義は、どういった点にあるので

あろうか。ロードマップという手法自体の意義としては「市場と製品と技術といった

多様な視点をリンクづけ、技術プランニング及びマネジメントを行う」(Phaal, 
Farrukh & Probert,2002)と述べられているが、こうした意義がそのまま産業レベル

に関しても妥当な表現か、といった問題も存在する。 
産業レベルのロードマップに関する意義としては、NEDO 海外レポート 820 では

米 DOE 等のロードマップに関する取り組みに関して、その意義を研究開発ニーズの

明確化によるコンセンサスの確立、産業の発展動向予測、政府による最適な資源配分

と、基礎研究の共同開発と指摘している。こうしたことから、ロードマップ作成の目

的としては主として将来像に関するビジョンの共有による効率性の追求といった点

にあると考えられる。しかしながら、実際に作成されたロードマップがどのような目

的に基づいて作成され、利用されているのかといった事は明らかではない。また、特

定の目的に基づいて作成されたロードマップには、その目的に応じた形態を持つとい

ったように、ロードマップ作成目的と形態との間には何らかの関連性が存在する可能

性も指摘できよう。Phaal, Farrukh & Probert(2001)ではロードマップの線表フォー

マットと目的に関する例示を行っているが、こうした形態と目的の関連性の問題は単

に図表の書き方のみが重要ではない。特に産業レベルといった広範囲なレベルにおい

ては、どのようなアプローチを元に線表を作成しているか、どういった視点から産業

の将来動向を捉えているかといった観点が必要であろう。 
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第 ３ 章 
ロードマップの研究課題と本研究の目的 
 
 以上、ロードマップの定義と機能について概観してきた。しかし、これらの産業レ

ベルのロードマップがどういった産業でどのように利用されているのか、という点に

ついての知見は現在のところあまり存在せず、具体的な導入動向は知られていない。

また上記で示したようにロードマップという概念は単に統一されたフォーマットと

いった観点に留まらず非常に多義に渡るものである。 
これらのことから、非常に幅広い概念であるロードマップの特徴を明らかにするこ

とは、より有効な戦略プランニングやマネジメントを実施する際に有益であると考え

られる。また、日本におけるロードマップの取り組みに関する実態はあまり知られて

いない。そこで本研究では、ロードマップの形態と作成主体、作成目的の関連性とい

った観点から、非常に幅広い概念であるロードマップの特徴を明らかにし、さらに具

体的導入事例を用いてロードマップの持つ効用を明らかにすることを目的に、研究を

行った。 
最初に、ロードマップの概念を明らかにするため、以下第 4 章から第 6 章において

ＷＥＢ上で入手可能な産業ロードマップを対象にその導入状況に対する概観を調査

し（第４章）、作成目的、形態等の分析を行った（第５章）。さらに作成主体とロード

マップの形態との関連性に関する分析を行い（第６章）、ロードマップの特徴を明ら

かにした。次に、第７章において日本におけるロードマップの導入状況とロードマッ

プのもたらす効用を明らかにするため、導入団体等にインタビュー及びケーススタデ

ィーを行い、以上の結果を踏まえて第８章においてロードマップがイノベーションに

及ぼす効用とより有効な活用方策について検討を加えた。 
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第 ４ 章 
産業ロードマップの形態分析 
―調査対象の概要 

 
4.1 調査対象の概要 

 本研究ではまず産業ロードマップの概要調査として、ロードマップの形態分析を行

った。今回調査対象としたのは、WEB 上で入手可能な産業レベルのロードマップ 46
件である。これらのサンプルを元に、個別に記載事項から作成目的、分析内容、記載

形態、分析視点に関する調査該当項目を集計し、分析を行った。以下に本研究で用い

たサンプルの概要について述べる。 
 

表４．１ 調査対象の概要 

ページ数 62.8 ページ 

作成期間 1.25 年 

対象期間 17.1 年 

作成周期 2.0 年 

ステアリングコミッティー 18.6 人 

ワークショップ 84.1 人 作成人数 

サーベイ 89.0 人 
（数値は全て利用可能データの平均） 

 
表４．１で示されるとおり、調査対象となったロードマップは約 17 年といった長

期的なレンジでの将来予測及び戦略、施策立案に用いられていた。また作成周期とし

ては約 2 年という数字が挙げられている。しかしながら実際にはまだロードマップ作
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成の歴史が浅いため、版を重ねて改定された例はまだごく少数にとどまっている。作

成された産業は図４．１に示すとおりである。 

林
/
農
業
素
材
化
学

プ
ラ
ン
ト
石
油
鉱
業
建
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エ
ネ
ル
ギ
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情
報
医
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そ
の
他

0
1
2
3
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5

6

7

8

9

10

件

その他

日本

シンガポール

欧州

カナダ

米国

 
図４．１ 産業別ロードマップ件数 

 

 ここで、今回の調査対象となったロードマップの多くは多額の研究開発投資を必要

とする分野であり、またどちらかといえば直接的に市場に関与するというより素材的

産業が多いことが示唆される。このうち、サンプル中の同一産業のロードマップ同士

は、米 OBT の化学分野に見られるように、同一主体内で複数ロードマップの作成を

行う、あるいは主となるロードマップからブレークダウンされたものを作成する、と

いったように類似の観点とフォーマットで作成されたものが算入されている。 
 また、ロードマップ作成プロセスには産業界を中心に（約７割）産官学の代表が共

同して携わっていたことが示されている（図４．２）。その内訳としては個別のロー

ドマップの記載事項からは具体的な割合等が判断できなかったが、サプライヤー、マ

ーケティング担当者等非常に多様な構成での作成を行った旨が記載されているロー

ドマップが多く存在している 12。 
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産

65%

17%

9%

9%

官

学

その他

 
図４．２ ロードマップ作成者内訳 

 
 ロードマップの具体的な作成過程としては、ほとんどの例で 1 回が 2 日程度のワー

クショップを数回開催している。また専門家に対するサーベイを行った後、分野毎の

ワークショップでプライオリティー付けや施策決定を行うという過程が一般的であ

り、Phaal, Farrukh & Probert,2002 に示されているように市場、技術といったレイ

ヤーを分けてワークショップを行っているというよりはむしろ、各ワークショップが

産業分野毎に市場、技術といった要因を順序だてて分析していくという過程が主流の

ようである。また、これに先立って 1 日程度のフォーラムやデルファイサーベイによ

り戦略策定を行ってからロードマップ策定のワークショップを開催するものもみら

れた。またこうした作成プロセスの初期時点で未来学者等による将来シナリオを作成

し、ロードマップに反映させるという例もみられた。 
各ワークショップのプロセスではブレーンストーミング等を行い、目標、トレンド、

ドライバー、障壁等を明らかにした上で R&D 項目を策定しタイムフレームを決する

といったステップにのっとって行われた例、あるいは障壁、R&D、R&D 項目のプラ

イオリティー付けといった 3 つのレイヤーを別個のワークショップとして順次開催

し、それぞれの間のフィードバックを行いながらロードマップ策定を行ったものとい

うようなバリエーションがみられた。またワークショップ後のまとめの段階では、ワ

ークショップで提出された施策案のプライオリティー付けの投票を行うもの、あるい

は各ワークショップでの結果に 対するフィードバックのフォーラムを行う、といっ
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たようなコンセンサスメイキングのプロセスを挿入している例も存在した。しかしこ

うしたロードマップ作成の詳細なプロセスについては記載されている数例から判断

しているのみであり、より詳細なデータの入手が必要であろう（図４．３）。 

・有識者へのサーベイ
・総合的シナリオ

分野別ワークショップ

まとめ

全体フォーラム開催
・現状分析
・目標設定

・フィードバック
・投票

ステアリングコミッティーの
組織

分野別ワークショップ
・トレンド
・障壁
・施策

・プライオリティー

分野別ワークショップ

 
図４．３ 代表的なロードマップ策定プロセス 

 
対象の作成国別内訳としては米国が約７５％、カナダが約 1４％と欧米諸国のもの

がほとんどとであり(図４．４)、日本のものは 3 件のみであることから日本でのロー

ドマップ作成の取り組みが普及していない、あるいは WEB 上での公開状況が進展し

ていないといった可能性が指摘しうる。また今回分析対象となったもののうち多くが

業界団体等の民間主体により作成されているが（図４．５）、実際には全体の約 7 割

は、2.1 章でも示したように米 DOE といった政府による指導、支援のもとに体系的

に作成、公表されていることが記載内容やＷＥＢ上のロードマップ存在サイトより示

唆される。また日本のロードマップ作成事例はすべて民間業界団体によるものである。 
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図４．４ ロードマップ作成国別内訳 
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官

民

民 /官

不 明

図４．５ ロードマップ作成主体 
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４.2 ロードマップの波及とその効果 

では、各ロードマップはいつ頃、どういう主体により作成されたのであろうか。図

４．６で示したのがロードマップの作成年度の推移である。この図と各ロードマップ

の記載内容から、米 SIA（後に多国籍間の共同作成に発展し、作成団体は半導体産業

の国際コンソーシアムである ITRS となる）における半導体産業でのロードマップ作

成の後、1999 年の EPRI（Electric Power Research Institute）による Electricity 
Technology Roadmap11ロードマップ作成等、各産業団体でのロードマップ作成の動

きが明らかになっている。 

件
数

シンガポール

0

2

4

6

8

10

12

92 93 94 95 96 97 98 99 0 1 2

年

米国

カナダ

欧州

日本

その他

 
図４．６ 国別ロードマップ作成年度 

 
また、アメリカの省庁である DOE の OIT（Office of Industry Technology）では、

1992 年からの 5 ヵ年プランにより、まず VISION と呼ばれる戦略文書の策定を指示

した。対象となった産業は、ガラス、鉱業廃棄、化学、鉄鋼、アルミ、森林資源の６

産業である。これに引き続きこれらの産業は VISION により策定された戦略目標の施

策文書としてロードマップの作成を行った。さらにはこの作成過程に関与したカナダ

のアルミ等の産業団体により、自国においてもロードマップを作成する必要があると

の認識が生じ、こういった事情がカナダ IC（Industry Canada）によるロードマップ
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作成に活用されたことが明らかになっている。 

・1998　ジオマティクス
・2000　アルミ

・1999　米EPRI(電力）
・2000　日本JCII（化学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　

SIA 米OIT 米OBT

加IC

オースト
ラリア

その他の
民間団体

省庁主体

民間主体

・199２　半導体 ・1992　戦略文書
　　　　　策定開始
・1997　アルミ
・1998　農産物

・戦略文書作成中

・2000 照明
・2000　窓

 
図４．７ ロードマップ作成の波及効果 

 
米国ではその後、OIT においてさらに各産業内の特定領域に関するブレークダウン

されたロードマップの作成の動きや、自動車産業とアルミ産業等異なった産業間の共

同作業によるロードマップ作成、あるいは DOE 内の別部署（OBT：Office of Building 
Technology）でのロードマップの作成といった展開がみられた。こうした流れをまと

めたのが図４．７である。実線は波及効果があったとの具体的記述が存在する関係性

を示しており、点線部分が間接的な波及関係が推測される部分である。こうした波及

の流れは図４．８に示す作成省庁別に見るロードマップの作成年度の推移にも現れて

いると考えられる。いずれにせよ波及効果が現れた事はロードマップという手法の有

効性を議論する上で肯定的な論拠となると考えられる。 
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図 4．８ 省庁別作成年度 

 

 以上、調査対象となったロードマップの概要について記述してきた。本研究では

調査対象はＷＥＢ上で公開されているロードマップに限定されている。しかしロード

マップの導入状況について網羅的な知見が知られていない現状では、限定された対象

に限るとはいえ調査対象の概要を知ることはロードマップの特性を明らかにする上

で重要な知見となるであろう。 
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第 ５ 章 
産業ロードマップの形態分析 

―産業ロードマップの記載内容に関す

る分析 
 
5.1 ロードマップの 2 つの機能 

次に、産業ロードマップの記載内容についての分析を行った。本研究では個々のロ

ードマップの記載内容を元に、該当項目の記載事項を集計し、分析を行った。 
こうした分析については、記載事項の文脈や表現に依存するところも大きく、主観

的判断を免れる事はできない。しかしこうした記載内容はロードマップの実態を知る

上で欠くことのできない情報である。本研究では以上の観点から、主観的要因の存在

を前提の上でもロードマップに対する一定の知見を得ることを目的に記載内容の集

計を行った。 
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そ の 他

日 本

シ ン ガ ポ ー ル

欧 州

カ ナ ダ

米 国

産 業 ロ ー ド マ ッ プ の 形 態 分 析 手 法

調 査 対 象 の ロ ー調 査 対 象 の ロ ー
ド マ ッ プド マ ッ プ

集 計 表 作 成集 計 表 作 成

分 析分 析

ID 名 称 種 別
実 施
国
作 成
年 度

開 始 年
度

リ ン
ク
省
庁 実 施 団 体

官 /
民
区
分
領
域 線 表 現 状

ト レ
ン ド 戦 略 目 標

ニ ー
ズ /
機 会 施 策

フ ォ
ー カ
ス エ
リ ア

ド ラ
イ
バ ー

主 要
障 壁
/
チ ャ
レ ン
ジ
R & D
項 目

プ ラ
イ オ
リ
テ ィ
ー
リ ン
ク
行 為
主 体
重 要
度
期 待
効 果
収 益
性

製 品
パ
フ ォ
ー マ
ン ス
競 争
力
コ ス
ト

費 用
対 効
果

1 T h e  T e c h n o lo g y  R o a d mロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 D O E N a t io n a l 民 農 業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
2 P la n t/ C ro p - B a s e d  R e nV IS IO 米 国 1 9 9 8 1 9 9 8 D O E N a t io n a l 民 農 業 1 1 1 1 1
3 A lm in iu m  In d u s t r y  v is i o V IS IO 米 国 2 0 0 1 1 9 9 6 D O E T h e  A lm in iu m 民 素 材 1 1 1 1
4 A lm in iu m  In d u s t r y  T e c hロ ー ド米 国 19 9 7 1 9 9 7 D O E T h e  A lm in iu m 民 素 材 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 In e r t  A n o d e  R o a d m a p ロ ー ド米 国 19 9 8 1 9 9 8 D O E T h e  A lm in iu m 民 素 材 1 1 1 1 1 1 1 1 1
6 A lu m in u m  In d u s t r y  R o aロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 D O E T h e  A lm in iu m 民 素 材 1 1 1 1 1 1 1
7 A lu m in a  T e c h n o lo g y  R oロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E D O E ,O IT ,  A u s 官 素 材 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
8 T e c h n o lo g y  V is io n  2 0 2 V IS IO 米 国 1 9 9 6 1 9 9 6 D O E A m e r ic a n 民 化 学 1 1 1 1 1 1
9 V is io n  2 0 2 0  C h e m ic a l I ロ ー ド米 国 2 0 0 0 2 0 0 0 D O E V is io n  2 0 2 0 民 化 学 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 0 T e c h n o lo g y  R o a d m a p  f ロ ー ド米 国 19 9 8 1 9 9 8 D O E M a t e r ia ls 民 化 学 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 N e w  P r o c e s s  C h e m is t rロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E N a t io n a l 民 化 学 1 1 1 1 1 1 1 1
1 2 T e c h n o lo g y  R o a d m a p  f ロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E N a t io n a l 民 化 学 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 3 N e w  B io c a ta ly s t s :  E s s eロ ー ド米 国 D O E C o u c i l f o r 民 /官化 学 1 1 1 1 1 1
1 4 V s io n  2 0 2 0 :  R e a c t io n  Eロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E C n e t e r  f o r 民 化 学 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 5 V is io n  2 0 2 0 : 2 0 0 0  S e p aロ ー ド米 国 20 0 0 1 9 9 8 D O E C n e t e r  f o r 民 化 学 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 6 T e c h n o lo g y  R o a d m a p  f ロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 D O E C o u c i l f o r 民 化 学 1 1 1 1 1 1 1 1
1 7 C h e m ic a l In d u s t r y  o f  t hロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 D O E C o u c i l f o r 民 化 学 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 8 T e c h n o lo g y  R o a d m a p  f ロ ー ド米 国 20 0 0 2 0 0 0 D O E A m e r ic a n 民 石 油 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 9 T e c h n o lo g y  V is io n  2 0 2 V IS IO 米 国 D O E A m e r ic a n 民 石 油 1 1 1 1 1
2 0 In d u s t r ia l C o m b u s t io n  Tロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 D O E In d u s t r ia l 民 プ ラ ン 1 1 1 1 1 1 1
2 1 In d u s t r ia l C o m b u s t io n  VV IS IO 米 国 1 9 9 8 1 9 9 8 D O E In d u s t r ia l 民 プ ラ ン ト 1 1 1 1 1 1 1
2 2 B e y o n d  2 0 0 0 : A  V is io n V IS IO 米 国 1 9 9 5 1 9 9 5 D O E th e  m e t a l 民 M e t a l C a s t 1 1 1
2 3 M e t a lc a s t in g  In d u s t r y  Tロ ー ド米 国 19 9 8 1 9 9 8 D O E C a s t  M e ta l 民 M e t a 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
2 4 M in e r a l　 P ro c e s s in g  T e ロ ー ド米 国 20 0 0 2 0 0 0 D O E N a t io n a l 民 鉱 業 1 1 1 1
2 5 T h e  F u tu re  B e g in s  w i t hV IS IO 米 国 1 9 9 8 1 9 9 8 D O E N a t io n a l 民 鉱 業 1 1 1 1 1 1 1 1
2 6 M in in g  In d u s t r y  R o a d m ロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 D O E N a t io n a l 民 鉱 業 1 1 1 1 1
2 7 G la s s :　 A  C le a r  V is io n  V IS IO 米 国 1 9 9 6 1 9 9 6 D O E re p re s e n t a t iv e民 ガ ラ ス 1 1 1 1 1
2 8 C o a t in g s  o n  G la s s  T e c ロ ー ド米 国 20 0 0 2 0 0 0 D O E D O E ,　 P P G 民 ガ ラ ス 1 1 1 1
2 9 G la s s  In d u s t r y  T e c h n o ロ ー ド米 国 20 0 2 2 0 0 2 D O E G la s s M a n u f a 民 /官ガ ラ ス 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 0 A G E N D A  2 0 2 0 : A  T e c hV IS IO 米 国 1 9 9 4 1 9 9 4 D O E A m e r ic a n 民 林 業 /製 紙 1 1 1 1 1
3 1 A g e n d a  2 0 2 0 :  A t h e  P a tロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 D O E A m e r ic a n 民 林 業 /製 紙 1 1 1 1 1 1
3 2 W in d o w  In d u s t r y  T e c h nロ ー ド米 国 20 0 0 2 0 0 0 D O E D O E ,O B T 官 建 築 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 3 V is io n  2 0 2 0  T h e  L ig h t inロ ー ド米 国 20 0 0 2 0 0 0 D O E D O E ,O B T 官 建 築 1 1 1 1 1
3 4 H ig h - P e r f o r m a n c e  C o mロ ー ド米 国 20 0 0 2 0 0 0 D O E R e p re s e n ta t iv 民 /官建 築 1 1 1 1 1 1 1
3 5 B u ild in g  E n v e lo p e  T e c hロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E R e p re s e n ta t i 民 /官建 築 1 1 1 1 1 1
3 6 P A T H  R o a d m a p  A d v a n ロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E P A T H 民 /官建 築 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 7 P A T H  R o a d m a p  f o r  In f ロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E P A T H 民 /官建 築 1 1 1 1 1 1 1 1
3 8 P A T H  T e c h n o lo g y  R o a ロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E P A T H 民 /官建 築 1 1 1 1 1 1 1
3 9 P A T H 　 T e c h n o lo g y  R o aロ ー ド米 国 20 0 0 2 0 0 0 D O E P A T H 民 /官建 築 1 1 1 1 1 1
4 0 H V A C & R  R e s e a rc h  F o V IS IO 米 国 1 9 9 7 1 9 9 7 A R T A R T I 民 設 備 1 1 1 1 1 1 1
4 1 S o la r  E le c t r ic  P o w e r ロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 T h e  T h e  U .S .  P h o t 民 エ ネ ル ギ ー 1 1 1 1 1 1
4 2 S te e l In d u s t r y  T e c h n o l ロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 A IS I A m e r ic a n 　 I r o 民 素 材 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
4 3 E le c t r ic it y  T e c h n o lo g y  ロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 E P R IE P R I 民 エ ネ ル ギ ー 1 1 1 1 1 1 1
4 4 In te r n a t io n a l T e c h n o lo gロ ー ド マ ッ プ 1 9 9 9 1 9 9 2 IT R S IT R S 民 半 導 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
4 5 C le a n  C it ie s  R o a d m a p ロ ー ド米 国 19 9 9 1 9 9 9 D O E C le a n  C i t ie s  N民 /官環 境 1 1
4 6 P a r a b o l ic  -  T ro u g h  T e cロ ー ド米 国 20 0 1 2 0 0 1 D O E N R E N (N a t io n 民 /官エ ネ ル 1 1 1 1 1 1 1 1 1
4 7 N a t io n a l　 C H P 　 R o a d m ロ ー ド米 国 D O E U n ite d 民 /官エ ネ ル 1 1 1 1 1 1
4 8 T e c h n o lo g y  R o a d m a p  f ロ ー ド欧 州 20 0 0 2 0 0 0 E S P M ic r o e le c t r o 不 素 1 1
4 9 N e x t  G e n e ra t io n  In t e r n ロ ー ド シ ン ガ 2 0 0 2 2 0 0 2 ID A ID A  o f 官 情 1 1 1 1 1 1
5 0 T h e  C a n a d ia n  A lu m in iu ロ ー ド カ ナ ダ 2 0 0 0 2 0 0 0 In d u G o v e r n m e n t 民 /官素 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 1 C a n a d ia n 　 M e t a lc a s t in gロ ー ド カ ナ ダ 2 0 0 0 2 0 0 0 In d u In d u s t r y 官 M e t a l C a s t in g 1 1 1 1 1 1 1 1
5 2 C a n a d ia n  E le c t r ic  P o w ロ ー ド カ ナ ダ 2 0 0 0 2 0 0 0 In d u In d u s t r y 官 エ ネ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 3 G e o m a t ic s  T e c h n o lo g y ロ ー ド カ ナ ダ 1 9 9 8 1 9 9 8 In d u In d u s t r y 民 /官G e o 1 1
5 4 T e c h n o lo g y  R o a d m a p  Lロ ー ド カ ナ ダ 2 0 0 0 2 0 0 0 In d u F o r in te k 民 林 1 1 1 1 1 1
5 5 M e d ic a l Im a g in g  T e c h n ロ ー ド カ ナ ダ 2 0 0 1 2 0 0 1 In d u F o r in te k 官 医 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 6 素 形 材 技 術 ロ ー ド マ ッ プロ ー ド日 本 20 0 1 2 0 0 1 （財 （財 ）素 形 材 民 素 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 7 新 化 学 技 術 体 系 と ロ ー ロ ー ド日 本 20 0 0 J C I I J C I I 民 化 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 8 光 産 業 ロ ー ド日 本 20 0 0 1 9 9 8 〔財 〔財 ）光 産 業 民 光 1 1 1 1

2 7 3 8 2 3 1 3 4 6 2 3 2 3 1 4 2 2 4 3 3 7 3 2 1 7 1 0 5 1 0 4 1 0 5 1 7 1 0  
図５．１ 産業ロードマップの形態分析手法 

 19



まず、今回分析したロードマップの内容には大きく 2 つのタイプが存在した。一つ

は別個に存在する VISION 等との戦略文書により規定された戦略目標を達成する為

の具体的施策を示したものである。このタイプは、主に米 OIT により作成されてい

る。もう一つは戦略の策定と施策の概要をロードマップという同一文書中で行うもの

である。米 OBT 作成のもの、あるいは民間主体作成の物はほぼこのタイプに該当す

る。以上から、現在ロードマップと呼ばれているものには戦略プランニング機能と、

具体的な施策を示す機能の 2 つの機能が混在しているということが示唆される。 

　

ロードマップの持つ２つの機能

　　　１：戦略の実施施策（25件）
　　　２：戦略及び具体的な施策（21件）　　

VISION

ロード
マップ

戦略

　　　　実施施策
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40
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ロード
マップ

戦略　　　　　＋　　　実施施策
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1 2 3 4 5 6

戦略プランニング機能と、実施施策検討機能が混在

 
図５．２ ロードマップの 2 つの機能 
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5.2 ロードマップの内容 

またロードマップの作成目的は、戦略のビジョンの明確化と共有により、対象産業

の目標達成を図ること、あるいはそのための施策決定ということが主眼となっている。

また、そのための最適資源配分や産官等のコラボレーション促進といった意図も明ら

かになった（図５．３）。なお、これらの項目は重複して該当している物も含まれて

いる。 
 
 
 

　　　
0 1 0 2 0 3 0 4 0

資 源 配 分

戦 略 等 の 明 確 化 に よ る 目 標 達 成

コ ラ ボ レ ー シ ョ ン

技 術 ガ イ ド

業 界 の 認 知 度 向 上

R & D 期 間 短 縮

他 業 界 の 戦 略 と の 協 調

件

 
図５．３ ロードマップの作成目的 
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また、ロードマップ上での具体的な分析内容としては現状、トレンド分析による産

業の目標設定、及びニーズとチャレンジ、障壁、施策と具体的な R&D 項目を明示し、

その間でプライオリティーを付けるといった分析が多くのロードマップで採用され

ており、それぞれ戦略プランニング機能と施策策定機能に対応するものと考えられる。 
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図５．４ ロードマップでの分析内容 
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ロードマップの記載形態としては、目標達成の為の施策をマイルストーンやタイム

フレームに対応させて示し、線表として図示する、さらには施策間の関係性をリンク

の形で明示するといった形態が主流であり、多様で複雑な産業の将来像を図により統

合的視野から明示する事が重要であることが伺える。また、技術的な目標値を具体的

に設定しているものも多く存在した。 
 

　　　

0 10 20 30 40

市場目標値

技術目標値

用語

他のロードマップ

線表

リンク

タイムフレーム
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件
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図５．５ ロードマップの記載形態 

 
 先に述べた米 OIT における戦略文書である VISION での記載形態と比較すると、

時間軸に沿って示す、リンクする、といったことがロードマップの特性として強調さ

れる事が明らかであろう。 
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また施策策定の際にどういった観点から分析を行ったのか、という点については, 
多くのロードマップが単に技術的な要因を考慮するに留まらず、市場、環境、人材

といった幅広い観点からの施策決定を行っている事が明らかになった。 
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図５．６ ロードマップの分析視点 

 
 環境、エネルギーといった分析視点が多く見られたという結果は、今回分析対象と

したロードマップのうち米 Department of Energy というエネルギー関係の省庁によ

るロードマップが大きな割合を占めたということと無縁ではないだろう。しかし全体

的な傾向として、これらの問題は他の主体における分析でも共通認識として重要視さ

れている傾向があった。 
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4.3 ロードマップの実践的意義  

以上の分析結果から、産業ロードマップとは市場や環境等といった総合的な視野か

ら捉えた産業レベルの戦略及び施策を、時間軸に沿って図等を用いて明示したもので

あり、特に研究開発施策と深く関連したものである、と言うことができる。また多く

の場合、産業の目標達成を目的としており、そのための意思決定や、資源配分、コラ

ボレーションの実現といった行動を促進する機能が期待されていると考えられる。ロ

ードマップ以外にも様々な戦略プランニングツールが紹介され、用いられている。し

かしこれらの手法とロードマップを隔てているものを一言で言えば図４．６でも示さ

れているように時間軸、という点であろう。時間軸に沿った施策、研究開発項目の全

体を概観することができる、というのがロードマップという手法の特徴として挙げら

れる。 
 近年、特に企業ロードマップの分野においては統合ロードマップとして、市場動向、

技術動向、製品動向等を各レイヤーにとり、もう一つの軸に時間軸をとって相互の関

連性をリンクづけしたものが注目を集めている。また統合ロードマップの下に、組織

階層毎にブレークダウンしたロードマップを作成し一括して管理するようなシステ

ムもツール化されており、標準的なフォーマットとしての地位を確立しようという動

きもある。しかし産業ロードマップに関してはまだこのようなフォーマットが一般的

ではなく、多くの線表は技術分野と時間軸、という 2 つの軸で構成されており、市場

動向等は各施策や技術のプライオリティー等を決定する際に評点付ける基準の一つ

（他は環境、エネルギー等）として扱われている。ロードマップという文書自体の構

成としてはむしろ線表にいたるまでの検討過程の記述にボリュームが割かれており、

線表というよりは施策を技術分野毎に表形式でリストアップするといった分析形態

が未だ主体となっているようである。 
しかし、今後産業レベルにおいても市場という要素と R&D 施策双方をレイヤーに

とり、関連付けていくといったフォーマットが利用される可能性もある。Phaal, 
Farrukh & Assakul(2002)の自動車産業の事例ではこうしたフォーマットが用いら

れている。ともあれ、1992 年に半導体の既存技術の将来的な技術的数値予測の提示

といった目的で始まったロードマップが、単に技術の予想といった位置付けから目標

到達の為の施策としての位置付けの意味合いが強くなっている事が今回の分析から

示唆されている。 
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図５．７ 代表的なロードマップの構成例 
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第 ６ 章 
産業ロードマップの形態分析 

― ロ ー ド マ ッ プ 作 成 主 体 と   

ロードマップの形態 
 
6.１ 作成主体と目的の関連性  
これまでの分析の結果から、産業ロードマップは市場や環境等を含めた総合的な産

業レベルの戦略及び施策を時間軸に沿って明示するものであり、特に研究開発施策と

深く関連している事が明らかになった。また産業の目標達成を目的としており、その

ための意思決定や、資源配分、コラボレーションの実現といった行動を促進する機能

が期待されていると考えられる。 
ここでロードマップ作成の用途と形態には、Phaal, Farrukh & Probert(2002)にも

あるように何らかの関連性があると考えられる。今回分析対象としたロードマップに

おいても、作成目的や形態は決して一様ではなく、ロードマップの目的と形態に何ら

かの関連性があるという可能性が存在する。本研究では作成主体別に目的及びフォー

マットがある程度一致しているケースが多くみられたことから、作成主体毎に代表的

なロードマップを抽出しさらに詳細な分析を行った。 

 27



6.2 民/官によるロードマップにおける用途の差異 

まず、図６．１で示すように、実際の作成の主導を行った団体の属性によりロード

マップ作成目的に関して分析を行った。その結果、民間主導、省庁主導に関わらずロ

ードマップ作成の目的の主眼は産業の目標達成にある事が示されている。しかし施策

という点に関しては、官主導のロードマップに関しては資源配分機能が相対的に強く、

逆に民間主導のものに関しては技術ガイド的側面が強く現れていることが示唆され

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

R&D 期間短縮 

業界の認知度向上 

技術ガイド 

コラボレーション 

戦略等の明確化による目標達成 

資源配分 

件 
他業界の戦略との協調 

民 
官 

 
 
0 5 10 15 20 25 30 

図６．１ 作成主導主体属性別ロードマップ作成目的 
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タイムフレーム

シナリオ

レビュー体制

リファレンス
件

民

官

 
図６．２ 作成主導主体属性別ロードマップの記載形態 

 
 また、図６．２に示すように民間主体のロードマップでは施策間のリンク機能に乏

しく、施策の列挙といった形態であることが示唆されている。 

 
6.3 ガイド型ロードマップと戦略型ロードマップ 

 ここで大きな問題となるのが、ロードマップ作成の実際の用途は記載内容からは

明らかではないことである。表面上は産業振興の意思決定に用いる、という表現を用

いていても、実際の意図としてはむしろ産業としての政府等に対するプレゼンスの向

上等の意図が存在する可能性も指摘できるであろう。以上の理由から、本研究では個

別に記載されている作成目的を分析は行わなかった。むしろ作成主体別に目的、フォ

ーマットがある程度一致しているケースが多くみられることから、作成主体毎に代表

的なロードマップを抽出し、線表数等客観的数値を用いてさらに詳細な分析を行った。 
  
 まず、主体毎の代表的なロードマップにおいて、ページ数といったボリューム/掲載

されている施策数/施策に関する線表又はリスト数/及び施策とは直接関連しない現状
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や将来の動向分析図表数を集計しプロファイルを描いた（図６．３）。 
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US PHOTO

 
図６．３ 作成主体別の代表的なロードマップのプロファイル 

 
 この結果、ロードマップには主に施策策定機能を中心としたもの（図６．３の例で

は JA SO：日本（民間））、現状、将来といったトレンド分析機能を中心としたもの

の 2 つのタイプ（US EPRI：米 （民間））が存在するといった可能性が示唆され

ている。 
 
 また、ページ数と掲載施策数のプロットを行ったのが以下の図６．４である。この

結果、米省庁主導のロードマップはボリュームが少ない割には相対的に施策が多く、

日本（すべての事例が民間主導）のものはボリュームが大きく相対的に施策数はそれ

ほど多くはない、といった特徴が伺える。米民間主導のものはその中間型にあたると

いった可能性が示唆された。これらの結果は、米省庁主導型のロードマップが極めて

戦略的な側面を強く持っているのに対し、日本、民間主導のロードマップでは網羅的、

あるいは叙述的といったガイド的な側面を強く持っている可能性を示している。 
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図６．４ 代表ロードマップページ/施策数 
 （バブルサイズは施策図表数） 
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 この点をさらに明らかにするのが図６．5 である。この図ではページ毎の掲載施策

数と現状/将来といったトレンド分析図表数をプロットしたものである。図６．５示す

ように、ロードマップには大きく現在及び将来の動向の分析に主眼をおいたものと、

施策立案を中心にしたものの 2 種類が存在する。また民間主体、特に日本におけるロ

ードマップはボリュームが多く相対的に施策数が少ない事から、戦略を明確にすると

いうよりは網羅的であり、ガイドな位置付けとなっている可能性が示されるのに対し、

米省庁によるロードマップは施策を明確に示す意向が強く反映されている。この結果

から、トレンド記述型のロードマップが民間主体を中心に作成されているのに対し、

施策提示型ロードマップは省庁・民間双方により作成されている事が明らかになった。 

 
6.4 ロードマップの形態プロファイル 

以上の分析結果（作成主体とロードマップの目的、あるいは分析内容の関係性）を

概念図で示したものが図６．６である。特に資源配分等の目標達成施策としての米省

庁主導型に対し、米民間主導型のロードマップは SIA ロードマップより発展した

ITRS による半導体ロードマップのような技術施策と動向を示すガイド的な位置付け

となるものから、現状と将来における産業全体の位置付けを概観するものまで、幅広

い形式のロードマップが作成される傾向が示唆される。こうした中、日本におけるロ

ードマップの特徴としては民間主体作成であることかも技術にフォーカスしたもの

であり、ボリュームの大きい網羅的なガイド的位置付けである事が示唆されるといえ

よう。 
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省庁主体

図６．６ ロードマップの目的、内容と作成主体 

 

以上の分析はいずれもサンプルとして入手可能であったロードマップ数が少ない

為、有効な統計的処理を行うことができなかった。しかしながらこうした分析でも一

定の傾向は示していると考えられる。また、個々のロードマップの傾向をさらに詳細

に分析するため、市場、技術といったキーワードの出現頻度をプロットしたのが図６．

７である。この図に示されるように、ロードマップ内のキーワード出現頻度プロファ

イルによれば、実際には＜産業全体の目標設定と官との連携促進＞、＜市場と技術の

融合＞といったように様々な観点に基づいてロードマップが作成されていることが

伺える。 
本研究ではサンプルとされたロードマップにおいて産業間の格差、というよりむし

ろ作成主体によるフォーマット共通性が高いように見受けられることから以上のよ

うな作成主体別の分析を行った。こうした仮定の妥当性に関しては図６．７において

米ＤＯＥの例とカナダ IC の同一産業におけるキーワード(市場等)の出現頻度分析が

必ずしも一致しているわけではないことからもその一端が伺えるであろう。しかし今

後サンプル数が増えれば産業、作成主体といった観点からの因子分析等もまた有意義
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な試みであろう。いずれにせよ、ロードマップ作成の際にはこうした作成目的を明確

にし、最適な形態のロードマップを設計することが有効なロードマップ活用に有益で

あると考えられる。 
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図６．７ 作成主体別キーワード出現頻度プロファイル 
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第 ７ 章 
日 本 に お け る ロ ー ド マ ッ プ 導 入   

ケーススタディー 
 
７.1 日本での導入状況 
 以上の分析はロードマップの記載形態という観点から、ロードマップの全体像を大

まかに概観したものである。しかし先にも触れたように、ロードマップ作成の実際の

作成意図、効用といったものはなかなか公表される文書だけでは理解できないという

のが現実である。そうした点も踏まえ、本研究では日本でロードマップの作成を行っ

ている３団体（財）化学戦略推進機構（JCII）、（財）光産業技術振興協会（OITDA）、

（社）電子情報技術協会（JEITA））にインタビューを行い、ロードマップにどうい

った機能が期待されているのか、現実に導入した効果はどのようなものだったのか、

といった点について調査を行った。また科学技術政策に関与する 2 つの政府系機関

（文部科学省科学技術政策研究所（NISTEP）、新エネルギー・産業技術総合開発機

構（NEDO））にもインタビューを行い、欧米に多く見られたような省庁主導型のロ

ードマップ利用状況の観点から日本での利用の現状に関する調査を行った。 
 
 日本では現在、化学、光産業、素材といった分野でロードマップの作成が行われて

いる。これらは民間の産業団体が主体となって作成されたものであり、省庁、あるい

は政府系機関主導での体系的なロードマップ作成実施という状況には至っていない

ようである。また、金属、セラミックといった分野で学会主体となってロードマップ

が作成されているケースも存在し、産業のプレゼンス向上といったケースもあるので

はないか（NISTEP 高野氏）といった事が指摘されている。以上から、日本でのロ

ードマップの持つ機能としては、欧米の例のような明確な施策策定としてのトップダ

ウン的機能よりむしろ相対的にコンセンサスをつくるためのガイドライン、あるいは

知識を喚起するコミュニケーションツールといった側面が強いと考えられる。また民

間を作成母体としていることから、技術的ガイドの側面が強い可能性が考えられる。
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本研究では形態分析の結果から導き出される以上の仮説を元に、各団体でのケースス

タディーを行った。 
 
７.2 光産業における導入事例 
 光産業協会（OITDA）は、光産業の振興を図る各企業により構成された産業団体

の社団法人である。OITDA でのロードマップの取り組みは 96 年から始まっている。

ロードマップが作成された個別テーマとしては 5 つあり、98 年の情報記録、99 年の

電子ディスプレイ、2000 年の入出力、2001 年の計測センシングと２００２年の光エ

ネルギー分野（太陽光発電）といったテーマ別のロードマップを作成している。また

情報通信に関しては 98 年、2000 年、2002 年と 2 年単位で今まで改定している。こ

れはこの分野がドッグイヤーというように変化が激しい分野であること、光協会に情

報通信分野の賛助会員が多いという事情によるものであり、他分野の改定については

現在考慮中であるとされている。また改定するにあたっては、同じ通信分野の中でも

焦点を当てるところを変えながら随時作成している。 
作成方法としては、過去 96 年から 2002 年の 3 月までは一定の方式で作成されて

おり、主に技術動向を中心としたロードマップの作成が行われていた。しかし現在の

担当者である山崎氏が就任してからからは、産業化の視点のものにしていこうという

事が考慮されている。これは政府の産業政策による資金援助が、従来の基礎研究に重

点をおいたものからより実用化、産業化といった開発中心にシフトしつつあるといっ

た動きも関連している。 
 
 OITDA においてロードマップ作成が開始されたのは、一つの理由としては米国に

おける光関連産業振興のための民間産業団体（米 OIDA）がロードマップを作成した

のに影響されたといった点が指摘されている。OITDA では、設立当初は光産業の将

来ビジョンを 2 年間の活動で作成し、その後光産業動向調査と光動向調査を OITDA
における活動の 2 本柱として行ってきたが、96 年からそれらに加えロードマップの

作成を行っている。ロードマップ作成に至ったもう一つの経緯としては、光産業動向

調査が当初 15、20 年先の将来ビジョンを描く目的で作成されていたにもかかわらず、

現在では生産額の実績等去年今年来年の 3 年間のみを対象にするようになっている

こと、また技術動向調査も現在研究開発が行われている既存技術のみを対象にしてい

ることから、将来を見通すものが必要となったという点が指摘されている。 
 
 OITDA でロードマップに求められる機能とは、どういった技術が産業となってい
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くかということを時間軸に沿って示す指針を示すことにある。「すべてのテーマを盛

り込むのは不可能なのでテーマを決めて具体的に描いていく。ロードマップとは日本

語でいうところの道筋ですから、そこにいたるためにマイルストーンを含めて時間を

きちっと示してやる。(中略)ロードマップは時間軸です。」（山崎氏）と述べられてい

るように、長期的な技術動向予想をタイムフレームによって示すことに重点が置かれ

ている。また、山崎氏は「（時間軸は）ただしそれ程厳密ではない。」と述べており、

「希望的観測が含まれている箇所も存在する可能性もあるが、大体の技術の方向は示

されており、ロードマップというものはそれでも良い。」（山崎氏）との認識を示して

いる。このことは、OITDA のロードマップが厳密な達成目標や、実行時間を明示し

て策定し実行するための施策的なものではなく、むしろ予測、ガイド的な位置付けに

在るという可能性を示唆している。この点は形態分析において導かれた日本のロード

マップの傾向とも合致しているといえるであろう。 
 
 具体的なロードマップ策定プロセスとしては、はじめに OITDA においてロードマ

ップの具体的なテーマを選出している。個別のロードマップのテーマ選定は、設立直

後に作成されたVISION文書とは独立に行われている。この点については、「VISION
が 5 年に一度しか改定しないこともあり、これから考慮していきたい」(山崎氏)と述

べられており、随時フレキシブルにテーマ選定を行っている。テーマを選定した後は、

テーマに関連する人材を企業等より選出して委員会を設立し、専門委員会を立ち上げ

てブレーンストーミング、月 1 回程度のミーティング、ミーティング参加者による企

業等からの可能な範囲での情報提供等の活動を行っている。こうしたロードマップ作

成過程の詳細に関しては、特に決まった作業ステップが存在しているわけではなく、

各分野の担当者の判断に任されている。ロードマップを実際に執筆する段階では、各

参加者に 1 章ずつ分担させ、最後に座談会のような形で全体にフィードバックしてい

る。当初は欧米の有識者によるレビュー等も当初行われていたが、現在は作成途中に

行われているシンポジウムの場での中間報告が外部に対する唯一の情報発信とフィ

ードバックの場となっている。しかしこうした情報発信は、一方的な発信に留まるの

が現状である、とのことである。 
OITDA のロードマップは先述のようにあくまで技術動向を示した物が中心である。

しかし中には単に技術動向を示すだけではなく、A 氏の数十年後の一日をフィクショ

ン形式でつづる、といったように、将来に予想される生活の具体的なシナリオと光技

術との関連を描くといった非常にユニークなロードマップが存在する。そうしたロー

ドマップの作成経緯としては、作成過程において偶々シンクタンクのメンバーが関与

していた事情によるところが大きい。シンクタンク等の外部者の参加やフォーマット

等の書式も含めて、多くのプロセスが各分野の作成担当者の自由裁量となっている。
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参加者は委員会により選出された同産業企業の技術者を中心に構成されており、テー

マ毎に変わっている。作成プロセスにおける自由裁量の余地が非常に大きいことは、

同法人が主に賛助企業からの出向者により構成されており、各メンバーの任期が 2 年

程度であることから、毎回ロードマップ作成担当となるメンバーが固定せず、統一的

なメソドロジー、方法論が蓄積されにくいといった事情が影響を及ぼしていると考え

られる。 
 
 OITDA でのロードマップ作成の目的として山崎氏は、将来どういう技術が産業と

なっていくかということを示す指針とするという点を挙げている。「企業の指針にな

る、願わくば政策に反映できるものにしたい。」（山崎氏）といった言葉にも示される

ように、実際にロードマップで政府からの協力も発生しているとのことである。

「OITDA は賛助企業が共同して設立された団体であることから、ロードマップ作成

の目的はあくまで個々の企業の為というのではない。しかしながら、OITDA が作っ

たロードマップを参考にして各企業が独自のロードマップを描く、あるいは個別の企

業が政府のプロジェクトに参画を目的として活動する際に、政府に対する参考資料、

説得材料としてロードマップを用いることはある」とされている。「（大学、企業と

いった）そういう人が横断的に集まって作ったって言う意義が大きい。ある一人の人

の独断で作ったんじゃないって言う。そういうものもねらって、あれば政府の方に説

得材料として使えると思うんですよね。個人が作ったやつは信用してもらえない。」

「政府の資金援助が目的ではないが、そういうところに使ってもらえると有難い。」

(山崎氏)と述べられているように、政府への直接的な配布等の活動は行っていないが、

OITDA ではプロアクティブに政府の産業政策に反映されることも間接的なロードマ

ップの効用として認識されている。しかし、作成されたロードマップの企業での活用

の程度に関しては、賛助会員企業の参考のためといった作成者の主たる意図に反して、

「作成後企業での利用はそんなになされてないっていうところが正直なところかも

しれない。」（山崎氏）と述べられている。この問題の背景には産業ロードマップとし

てどこまでの内容を記載できるか、という本質的な問題が関係してくる。 
 「ひとつの問題は、企業単位のロードマップというのがあると思うんですけど、な

かなかまあ・・・。今あるロードマップのプロジェクトを立ち上げたりしております

けれども、過去の中話なんかを聞いていると、なかなか企業の人っていうのは自分と

この将来ビジョンとかっていうのはマル秘に属しますから出てこないですね。そこの

ところもわれわれ光協会がロードマップを作る一つの壁ではありますね。産業化、と

なったときに、事業のロードマップを企業の事業家戦略というか、なかなかロードマ

ップに盛り込めない領域にもなっています。」（山崎氏）。民間の産業団体の作成する

産業ロードマップにはこうした、各企業の機密情報の問題が常に大きな論点として存
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在する。参加する各企業からの情報提供の問題は、競争領域と共通領域のラインがど

こに存在するか、引いてはどの程度の情報が産業ロードマップに掲載されるのか、参

照する者に対して真に有意義な情報となっているのか、という重要な問題を提起して

いる。各企業の情報をいかに提供してもらうか、という点について山崎氏は、「共通

の利害をいかに抽出してそこに焦点をあてていくか、各社、各企業産業界に有効など

のまあそれぞれ事業ドメイン、事業領域が違うでしょうから興味があるところ、無い

ところ当然でてくるでしょうが、そういうことをあわせていかに企業に興味を持って

もらえるロードマップを描けるか、というそこがポイントではないかと思いますね。

まあ過去のロードマップもテクノロジーロードマップそのもので、技術だけを書いて

いて、企業の人が参加してやってるんで(中略)産業化のことを全然考えてないわけじ

ゃないんだけどやっぱりまあ技術オリエンテッドなところがある。でもっとこう産業

化とかという視点で見直す必要があるなあ、というのは感じているところです。」と

述べている。ロードマップ自体は前述のように産業動向調査と技術動向調査双方の流

れを汲み、それらの長期的見通しを示すものという作成経緯がある。しかしながら実

際のところは技術動向に焦点を絞らざるを得ないといった側面も存在する。 
 
 OITDA でのロードマップは純粋に技術に関するロードマップであると認識されて

いる。しかしながら、「テクノロジーを施策段階にする、移行段階の時も超えがたい

谷ということでそこでかなり失敗してる。政府も今そこのところを資金援助を行って

いる、要するに今いわゆる失われた 90 年代という・・・。アメリカはそういうとこ

ろをきちっとやったおかげでうまくやっている。今政府で政策的にやろうとしている。

(中略)施策段階から製品化へ移行する段階で競争が激しいそれをのりこえられなくて

そしてダーウィンの海という。サイエンスドリブンからするといわばその 2 つ(死の

谷とダーウィンの海)の段階を乗り越えなくちゃいけない」（山崎氏）といったように、

現在、市場性あるいは産業化という問題は、技術の方向付けを行う上でも欠かせない

問題となっている。政府も近年市場オリエンテッドなロードマップに強く関心を示し

ており、先に述べたように産業化を視点に入れた資金援助を行う方向にシフトしてい

るという指摘もある。しかしこうした市場性に関する領域は、各企業の製品開発とい

う機密領域と直結しており、まさに競争領域なのである。 
 山崎氏は「タイムスパンで 10 年先とかだったら企業とか（各企業のロードマップ

やビジョンを）書いてないですよね。3 年先とかだとマーケティングにバッティング

しますけど。過去のやり方を聞いてるとそういうこともあってロードマップは 10 年

とか 15 年先のことをやるんだという言い方で・・・。まあ 10 年、15 年先はこうな

るだろうって言ったときに現状を踏まえないと出てこないから、そういう言い方で自

然とそこは書かないわけには行かない、出さざるを得ないようにしむけるのがやるコ
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ツです。」としながらも、「先ほどの産業化というと、10 年先となると関係ないです

から、3 年から 5 年ですよね。一番難しいところなんです。企業のマーケティング

の・・・なかなか情報出てこないです。」と述べている。この問題に対し OITDA で

は企業の戦略に縛られない大学の人材等を適宜メンバーに加え自由に発言を行って

もらいながら、企業の観点との整合性をとる等工夫を凝らしてはいるが、現実には二

律背反的な緊張を孕んでいる状況が示唆されている。 
  
 現在、他業種とのコラボレーションといった点が盛んに指摘されている。欧米諸国

ではロードマップの策定プロセスにはサプライヤー、消費者といったレイヤーの代表

者が参与している例が多く見られる。こうした異業種交流について山崎氏は、「深め

るべきと思う」としながらも、共通の目的、ギブアンドテイクがそれぞれ無いと現実

はなかなか困難である点を指摘している。作成プロセスの参加者は現段階では同産業

内の企業に限られ、他産業に関する情報は参加者の知識の範囲にゆだねられる。また

現状ではロードマップの公開は賛助会員に限られ、WEB 上では一部の線表のみの公

開に限定されており、他業種からは個別の入手依頼等はあってもなかなか入手できな

い状況にある。ロードマップ作成後の企業間コラボレーション等については特に認識

していないということであった。 
 
７.3 JEITA における導入事例 
 JEITA（（社）電子情報技術協会）は日本における電子・通信機器の企業により構

成される産業団体である。JEITA では米 SIA によりはじめられた半導体産業ロード

マップの作成の国際化に伴い、日本よりの参加者として参与している。 
半導体ロードマップはアメリカ SIA により国内でスタートした。当初、作成参加企

業はアメリカ国内の企業に限られていた。当時、80 年代はアメリカが半導体で日本

に遅れをとった時期であり、その対策としての産業内協調と育成といった意図もあっ

たという。92 年に初版が出版され、94 年、97 年と改版をした後 98 年に世界５極の

企業による作成という試みがスタートした。99 年に国際的コンソーシアムにより作

成 さ れ た ロ ー ド マ ッ プ で あ る International Technology Roadmap for 
Semiconductors（ITRS）が作成されてから現在まで 2 年が経過し、新たに改定され

た 2001 年版が最新版となっている。また今後も約 2 年サイクルで作成される予定と

なっている。チームは世界５極（米/欧州/日本/台湾/韓国）のメンバーから構成されて

おり、主にデバイス企業、材料分野、国立研究所、大学といった出自の参加者約 800
名で策定されている。実際には最も積極的な取り組みを行っているのは日米欧の 3 カ
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国である（穂刈氏）。ITRS では IRC という中央機関が全体を統括し、これに５極が

参加して方針を決め、その下に 12 個のインターナショナルテクノロジーワーキング

グループが存在し、IRC からの方針に基づいて活動している。 
 
 ロードマップの策定プロセスに関しては、全体的な方針は IRC により策定される。

具体的には５極から集まったチーフとなる参加者が議論し、前年度からの改訂点等を

各ワーキングに指示している。 
日本でこの ITRS に参加している JEITA 自身の取り組み、構成要因としてはデバ

イスメーカー、材料メーカー、コンソーシアム、大学、国立研究所といったところか

ら参加者を選出している。具体的には JEITA 電子デバイス部中の一つの専門委員会

である半導体ロードマップ委員会の本委員会が全体を統括しており、各ワーキンググ

ループに分けて活動を行っている。ワーキンググループの参加者は各社から派遣され

たボランティア的な位置付けであり、必要に応じて大学、メーカー、コンソーシアム

等からの人材派遣を要請している。JEITA ではロードマップ委員会にかなり権限を与

えおり、ワーキンググループのリーダーを選ぶ場合には本委員会（リーダー、及び主

だった人から構成される委員会）が承認を行うが、ワーキンググループ中の権限は各

グループの裁量にゆだねられている。全体の方向性は参加企業 11 社の幹部、大学、

国立研究所のメンバーが参加している諮問委員会が方針を決定している。メンバーの

任期は一年だが再任は認められている。各企業から優秀な人材を派遣されているので

毎年同じではなく、リーダーは 1 年、あるいは長くて 2 年で交代するのが通常である

とされている。 
  
そもそも、多国籍コンソーシアムである ITRS に日本が参加を決定したのは、「日

本が参加しないで勝手に数値が決められたとしたら逆に日本としては日本装置メー

カーですね、も含めて、非常に得策ではない」（穂刈氏）という判断があったとされ

ている。積極的な日本からの情報発信により協力を行う方が相互の利益につながると

いう認識がなされていたのである。しかし現状ではそうした認識に疑問の声もあがっ

ている。「それは今、（委員会からも）いろいろ突っ込まれてるんですけれど、じゃこ

のロードマップ委員会に何を期待するのかっていう皆さんの程度が違うんですね。

(中略)だけどこういうロードマップ活動をすると日本がこれだけ多くの分野で利益が

出てないのは何でなのか、これをロードマップを作れば必然的に利益も増えるだろう

ということを期待する人がいるんですよ。だけどそれは全く違う話なんですよ。そこ

がどうもあんまりはっきりこれをみる人の目線っていうんですかね、それが区別され

てなくて。ロードマップ活動世界一緒にやっているのに何で日本だけが儲かってない

のか、じゃなんで何をやってるんだという、そういったことにもなってくるわけなん
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ですよ。」（穂刈氏）ここには、OITDA での事例と同様のジレンマが存在している。 
 
 半導体は現在まで年々微細化が進んでいる。トランジスターが小さくなることによ

り同じ面積の中によりたくさんの素子が入り、より多くの回路が入れられることから、

様々な機能が実現できることになる。そうした背景から、半導体業界では年微細化を

進めているのであるが、過去のトレンドから捕らえるとその数値はほとんど直線に乗

っていることから、何年ごろにどの程度微細化が進行しているのかといった予測が成

り立つ。その予測が、ロードマップ作成時点で量産に使われている技術で考えた場合

何年先まで実現可能かという観点からロードマップの作成は行われている。新しい技

術が導入されないと過去からの延長戦は守れない可能性がある場合には代替技術を

記載している。この際、学会等で報告される先鋭的な技術も記載対象とはなるが、あ

くまで既存の、量産を行う事が可能な技術という観点から将来を予測することが主眼

となっている。 
ロードマップには、掲載された数値を目安に各社が開発を行うことから競争の結果

数値自体が前倒しになり、開発促進効果がみられるといった指摘も存在する 13。この

点に関して穂刈氏は、「半導体産業って言うのは、作るものから、技術から開発しな

きゃいけないって言うことがありますんで、その開発って言うのはやっぱり時間がか

かるわけですね。それをさらに短時間でもっとやろうとしたら人とお金を共有しない

と駄目なんです。（中略）じゃあそれを一生懸命一時期人を投入してお金を投入して

やったとしても、さらにまたって言ったらもう息が続かないわけで、おのずと過去の

設計図に従ったあるピッチって言うか、（中略）大体まあ見えるって言ったら言いす

ぎですけど、それよりもなお前倒ししようっていう動きがあるんで、そういう意味で

まあちょっとしんどいところがあるなあ、と。」と述べている。現在はロードマップ

に記載された技術予測の実現が多少前倒しとなっておりその点に関して言えば開発

促進効果が現れているとも捉えられるが、それもこの 2，3 年の事であり、全体とし

ては大きな流れとして従来からの予測線上に繋がっているという。 
 「車メーカーって言うのはどちらかって言うと技術が確立されてるわけですね。100
年とか。で微細化って言うのはいらない。ですから言ってみればただ単にカタチを替

えているだけという産業なんですけれど、（中略）それに対して半導体って言うのは

毎年毎年微細化していかなくちゃいかん、そうすると微細化するための装置の開発か

らやっていかなくてはいかん、そういうことでものすごく作る手段、装置を作ってい

かなくちゃならんということで、非常にまあハードな産業なんですね。そういう意味

で逆に装置メーカーに対して何年ごろにこのくらいの制度のものがほしいよ、という

のを示すという意味合いでもあるんですね。だからどちらかというとこれはデバイス

メーカーが作って、で装置メーカーに対して何年ごろにこういう性能のものが欲しい
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よ、っていうのをなんかこういうことをアピールする、でその頃に間に合わせる、っ

ていう希望でもあるんですよね。まあそういう位置付けでできているんですけれど。」

（穂刈氏）とされているように、このロードマップの位置付けはあくまで技術予測で

あり、参照する主体として装置メーカーといった関連産業を想定し開発の協調を目的

として挙げている。この点は他産業に無い、半導体産業に特徴的な点ではないか、と

穂刈氏は語っている。 
 
 このロードマップには市場性、といった要素は全く反映していないと穂刈氏は述べ

ている。「この技術、ロードマップを作ったからって事業が成功するって言えばそれ

はまた別の話です。」と繰り返し主張されている。ロードマップに掲載されているス

ペックはあくまで半導体のスペックとして作成可能か、また作成できる工場の性能は

どうかという観点から捉えられており、ロードマップ上のスペックの環境が整ったと

してもデバイスメーカーは必ずしも利益が出るとは限らない。世界中の半導体メーカ

ーが横並びで同じレベルの装置を入れてラインを使用しており、スペックは既に競争

領域ではない。現在、日本の半導体メーカーの利益が思わしくないのに対して、台湾

メーカーは利益を出している。この理由は単に台湾での安い労働力の問題ではなく、

ユーザーニーズの捉え方に差異があるからだと穂刈氏は述べている。現在、アメリカ

は製造から撤退し設計にシフトし、フレキシブルな対応でユーザーニーズに対応する

ことに成功している。台湾ではアメリカで設計されたの生産を委託されており、廉価

な労働力を活かし生産を行っている。こうした米―台湾の国際的な協調体制により生

産された製品が大きな市場シェアを占めており、技術的には遜色の無い日本のメーカ

ーの市場を侵食している。このことからも、企業の利益と技術は必ずしも直結しない

ことがいえると同氏は述べている。企業間の競争はむしろそのスペックによって実現

される機能そのものであり、そこに各企業の戦略が反映されるのである。 
 「アメリカは多分戦略としてロードマップを上手くやったんだと思う。結果的にア

メリカはもう製造技術っていうのか、もう作る方はまかせればいいと。その頃ちょう

ど台湾が出てきたんですね。台湾に KCMC って言うメーカーがあるんですけど、そ

こはもうファウンダリーを目指そうとして、自分たちの設計基準をオープンにしてそ

のルールで設計すれば作ってあげますよと。でアメリカと台湾がそういった形でいい

関係になったと。じゃ作る技術はどうかっていうといってみれば日本の装置メーカー

が同じようなものを持っていくと同じようなものができるといった状況になってい

たわけですね。で日本が装置メーカー、半導体メーカーから装置メーカーに対して技

術指導して作ったメーカーがそのまま台湾あるいは韓国でながれてきて、ラインが作

られる。」（穂刈氏）また、台湾政府による税制面の優遇といった政策的な意図も現在

の台湾メーカーの躍進に寄与していると指摘している。「やはり日本の企業のイニシ
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アチブといいましょうか、どういう製品を作れば売れるのか、その辺の選択が非常に

あいまいであったという面があるように思うんですよ。例えば日本のメーカーって言

うのはお客さんから要求されてチップを作るというのに慣れてるわけですね。ところ

が今の世の中っていうのはそういうんじゃなくってこういうものを欲しいっていっ

たらそれがすぐないと商売が成り立たないわけですね。商品のサイクルが短くなって

るということがあって日本の企業って言うのはそういうユーザーの要求に対してす

ぐ提供できるって言う環境にないし、どういうものが求められてるのか先に作って提

供するということがあまり無いと。要するに動きが遅いという面があると思うんです

よ。」（穂刈氏）。 
アメリカでベンチャー企業が設計を行い台湾が作成するというサイクルの短さ、ア

イディアの実証の速さといった点が日本企業の競争力低下の原因であり、そうした製

品化に関する戦略面の遅れが指摘されるのであるが、それはロードマップに記載され

ているスペックではない企業固有の競争領域である。「ただ単に微細化して集積密度

を上げるっていう時代は終わったと思うんですよ。それはかなり成熟している。あと

はどういう機能を盛り込むか」（穂刈氏）といった観点の欠如が、今の日本企業の問

題点であるという示唆がなされている。テクノロジードリブンの時代は終わり、成熟

したものとなっている。かわってマーケットプルの要素が半導体産業でも重要な位置

付けになってきている。「今後は何につかうんですか、そこが大事だと思うんですね。

そこが各社の競争領域であり生き残れる、黒字になるまあやり方だと思うんですけど。

だから時代が変わったって言う事はありますね。」 
  
また、市場ニーズの問題とともに、大きな問題となっているのが設備投資の戦略的

実施である。半導体産業の設備投資は非常に高額であり、意思決定を行う際には戦略

的な観点が不可欠である。「作る環境って言うの世界どこでも、どの企業でも同じも

のが準備できる。ただしそのときにこういう一つの生産ラインを準備しようとしたら

1000 億とか 2000 億とかかかるわけで。それをどうやって捻出しようかっていうのが

大きな問題ですよね。その点台湾なんかは国の保護なんかがあるんでかなり積極的な

鼻息の荒い投資の仕方をしてるんですけど、日本では多分 1 社でラインを作るって言

うのはなかなか厳しい状況ですね。だからそういう資金をどうやって調達するのかっ

ていうそれもまた問題になっているんですよね。」（穂刈氏）。 
こうした指摘から、ロードマップの用途としては装置メーカーに対する要望、とい

った点の他に企業間の連携による共同生産等、あるいは政府への政策的援助の誘致と

いった可能性も導かれる。「もちろんそれはロードマップを使ってもう新しい技術で

ラインを作るには、っていうか、1 社ではもう対応できないということで最近は 2 社

が一緒に会社事態を 1 社になるとか、例えば日立三菱、東芝富士通はあの半導体部門
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は一緒になるという格好ですね。(中略)ラインを 1 社では準備できないんで 2 社で一

緒に持ちましょうとか、あるいは何社か共同して一つのラインを持つとかそういう方

向ですすんでますね。」（穂刈氏）。しかし、ロードマップはそうした意思決定の際の

材料になるか、という問に対しては、穂刈氏は「そこまでも行かないですね。」と述

べている。「それは経営戦略なんであって、これは技術なんですよ。だからそこは皆

さん、これができたら日本は明るいんだって言う風に思われるんですけど、けしてそ

んなものじゃないですね。これはほんともうベースになるものであって経営戦略とは

また別のものです。」（穂刈氏）。ロードマップ自体は純粋に技術予測であり、それに

対する意思決定は各企業の経営戦略の問題である。現在の日本半導体産業の現状に対

する問題点としては、戦略の重要性が繰り返し指摘されているのである。 
  
 OITDA 山崎氏の話にもあったように、ITRS のロードマップは様々な分野、特に他

産業等でも参照されている。ロードマップを策定したことで他産業等とのコラボレー

ションが促進されたか、という点に対して穂刈氏は、「ただコラボレーションって言

うのは聞こえがいいんですけど、コラボレーションって言うのはいろんな関係する産

業が集まって一緒にやりましょう、ってことですよね。競争の分野、競争の範疇、競

争するようなところではコラボレーションできないはずなんですよね。そうでなくて

3 年、4 年先の技術を開発しますよ、っていうそういう意味でのコラボレーションっ

て言うのはあるんですよ。だからそういう立場でロードマップなんかもあるわけで、

じゃあコラボレーションしたから、こういうロードマップがあるから将来安泰だね、

って考えてる企業があればそれは駄目ですね。コラボレーションと自分たちの競争は

全く別なんですよ。そこを混同している人も結構いるんですね。コラボレーションし

たから、技術開発したから、もうこれで将来は安泰だって考えているようなきらいの

ところもあるんで、それは間違いで。やっぱり企業が数字を出していく為にはコラボ

レーションは将来の技術をつくるためで、自分たちが開発しなきゃならんという技術

を他の企業に開発するんだ、でも実際そのものづくり、ものっていうか製品を作る段

階は、全く自分たちの競争の範囲で、そこはきっちり各社で調査してくださいね、っ

てしなきゃいかんってそういうことなんですね。そこははっきり区別しなきゃいかん

と。」と述べている。各企業の戦略の重要性、ということが再度指摘されているので

ある。 
 
 ＩＴＲＳは 5 極による国際コンソーシアムである。ここでもやはり、各企業ロード

マップと産業ロードマップの関係同様、オープンとし共同開発を目指すラインをどの

レベルに設定するかという点が重要な問題となってくる。市場性の問題をロードマッ

プで扱う危険性が各産業で指摘されている。「ロードマップをやってて、気をつけな
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きゃいけないなって事は、ロードマップ、世界各局から来てやるわけですけど、ロー

ドマップの活動が側自分たちの活動とイコールだったらまずいと。つまり二枚工作で

無きゃいかんと。（中略）せっかくロードマップをやるんであれば、自分たちの国に

とって役に立つようなそういうスタンスでやらないとまずいですよね。(中略)製品ま

で、ってなるとそれはもう競争領域になるんですよね。だから技術であればいいと思

うんですよ。だけどそれが実際どういう製品になるのという話になってくるととたん

にみんなが知ってるようなものであればいいんですけど、その辺は気をつけなきゃい

かんと思いますね。製品化という観点からすると、いわゆるコンセプトですよね、製

品の。それはやっぱりアメリカのベンチャーの方が早いですよね。だから（日本企業

が）それをあえて公にこういうデバイスがあれば非常に良いねなんてことをあえて積

極的に言う必要は無いと思いますね。」（穂刈氏）。 
こうした二律背反は、各企業が産業レベルのロードマップを作成する際に問題とな

るところと本質的には同じ問題である。すなわち、市場性に関する個の守秘領域と、

全体としての協調により生じる便益とのバランスの問題が、ここにも生じているので

ある。しかしながらオープンにすべき領域とそうでない領域の区分は非常に漠然とし

ている。 
 
また、日本における統制の弱さに関する指摘も得られた。「日本がお金のかけ方が

下手なんですね。それから統制をとる人の統制力がないってことがあって。変なとこ

ろにお金つけたりほんとは必要なところに体制が整わないところに金使わない、これ

は民族的なのかね、アメリカはその点システマチックにばんとお金を費やすというか

そういう体制作りがうまいんですよ。ヨーロッパもそういうのをうまいですから、単

に日本が参加してアメリカにアイディアを提供したりして結局全部を吸い取られる

という危険性があるんでそこは注意しないと。」こうした指摘は、単に半導体産業の

みならず、日本産業界全体を通じた課題として指摘できると考えられる。 
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第 ８ 章 
ロードマップの課題と方策 
 
8.1 日本型ロードマップの特性と課題  
以上、産業ロードマップに関して形態分析、及び日本での導入事例を通じて研究を

おこなってきた。その結果として、 
 
・産業ロードマップとは市場、環境等幅広い観点から産業の将来に対する目標設定

を行い、実行する為の施策を時間軸に沿って示したものである 
・米国等においては政府主導による資源配分等のプランニング、マネジメント機能

の側面が強いのに対し、日本では民間主導による技術ガイド的位置付けである 
・日本での導入はまだあまり進んでいない 
・日本では企業での戦略的意思決定に寄与するという本来の作成意図にあまり利用

されていない 
・日本の産業ロードマップ作成時の課題として、市場戦略の反映等が挙げられる 
 
 等の論点が明らかになった。本章では、以上の論点を踏まえ、今後の日本におけ

るロードマップ利用の方向性と機能的意義、及び導入上の課題点について考察を行

った。以下、 
 
・ 産業レベルのロードマップ作成では、市場性等の企業の戦略的守秘領域情報

が反映しない為、自産業にとって有益な情報となりにくい 
・ ロードマップ利用の今後の方向性としては、 
   １：産業間垂直統合、水平統合、政府等、異なった主体に対するコミュニ

ケーションツールとして利用 
   ２：自産業内の各企業に対して、市場性を考慮した長期的戦略・施策立案 

      を喚起する 
    等の機能が期待できる 
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・ 日本におけるロードマップ導入の課題には、作成者の構成や各企業の戦略の

明確化といった問題が関係しており、産業内でロードマップの利用に関する

コンセンサスを得る必要がある 
・ ロードマップを単にプランニング/マネジメントツールとして用いるのではな

く、知識喚起やコミュニケーション促進に用いることによりボトムアップに

よるイノベーションを喚起するツールとして利用できる可能性がある 
 
等の観点から考察を行っていく。 
 

まず、現在の日本でのロードマップの特性として共通して指摘できることは、欧米

のものに比べボリュームも多く網羅的であり、詳細な要素技術のリストアップ的な、

ガイド型という色彩が濃いものになっているという点である。これは作成者の多くが

技術畑出身者からなっており、彼らにとって関心があり有益なものを作成していると

いう側面が反映されていることにも 1 つの要因があるのではないかと考えられる。し

かし本来そうした詳細な技術動向は戦略により取捨選択されていくべきものである。

現在のロードマップは網羅的にすべての領域、項目をカバーすることで共通の辞書的

に利用できるが詳細な技術目標や要素技術といったもの自体は企業の守秘義務に抵

触しない程度のものとなっている、とも捉えうる。こうした形態のロードマップの機

能としては、各社の戦略と照らし合わせての抜け漏れのチェックによる知識の喚起、

業界共通の基礎としてのコミュニケーション促進等が期待できるであろう。 
今回形態分析を行ったいくつかの事例でも、「技術のブレークスルーや研究間の比

較に用いるが、発見は予測できないので厳密な文書ではない」旨を記載している物も

存在する（Technology Roadmap for Nanoelectronics, Microelectronics Advanced 
Research Initiative, MERAI NANO,2000）14。あるいは米 DOE の OBT(Office of 
Building Technology)によるもののように意図的に詳細な施策を掲載することをさけ

た点を指摘したものも存在する。日本型のロードマップの特質は、厳密な施策として

ではなくコミュニケーションの活性化、知識喚起ツールとして機能にあるといえ、こ

れらの機能が真に有効に活用されれば、創造的な技術革新に及ぼす影響は少なくない

といえるであろう。 
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技術ガイド型

機能
辞書
知識喚起
戦略の俯瞰
産業内コミュニケーション促進

形態
要素技術間の
　　マッピング、リンク

対象
自産業

適した産業
川上産業
素材産業

要素技術

タイム
フレーム

 
図８．1 技術ガイド型ロードマップ 

 
 しかし、産業レベルのロードマップは現状では、創造的機能としての利用が十分に

なされているとはいえない事が本研究のインタビューでは何度か指摘されている。こ

の原因としては、ロードマップが産業レベルにおいて作成されることに付随する制約

が指摘できよう。 
技術の将来予測という点では、比較的容易に予測が可能であるならばその認識は各

社共通のものであり、産業ロードマップに掲載される情報は業界内部にとっては極め

て一般的なレベルである。「（同産業の人から見れば）痛くも痒くもない」(JCII 小

澤氏)といったように、各社の守秘義務との関連性からも、産業レベルの場に提案さ

れる技術内容は製品化等の要素を捨象した一般的情報とならざるを得ない。また最終

製品から遠い素材産業等、必ずしも市場性の予測が用意ではない産業も存在する。し

かし、現在市場、製品化といった要素はイノベーションの成功に欠くことのできない

要因であり、これらの要素の反映が成されていない事はロードマップが真に有益な情

報として機能する上で一つの課題となっている。また、先端的技術要素の反映に関し

ては今回ケーススタディーを行った半導体産業のように技術が必ずしも直線的発展

を遂げるとは限らない産業もあり、ロードマップに記載されている内容がどの程度厳

密性を保持できるのか、といった課題も指摘されている。 
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製品化の領域は各企業の競争領域であるため、守秘義務がある

最終製品から遠い産業は市場の動向を予測しづらい

産業ロードマップに市場の観点が反映されない

インタビューにより示唆される
ロードマップ導入の課題①

競争力を得るためには市場ニーズの反映が課題

自産業の企業にとって有益な情報が掲載されにくい

市場の視点の反映

しかし・・・

図８．２ 日本におけるロードマップの課題① 

インタビューにより示唆される
ロードマップ導入の課題②

技術動向の反映

産業によっては、漸進的なイノベーションが起こらない

厳密な技術動向予測が難しい

厳密な施策立案・目標設定機能の限界

最先端の技術情報は企業の競争領域なので反映されない

自産業の企業にとって有益な情報が掲載されにくい

 
図８．３ 日本におけるロードマップの課題② 
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 以上の点から、産業レベルのロードマップは、各企業の意思決定のガイドとしての

機能を期待されているにもかかわらず、企業の守秘性等の観点から有効な情報を掲載

する事が困難であり、結果自産業内での利用が十分になされているとはいえないとい

う事が示唆された。この問題は産業レベルでのロードマップ作成の本質的問題点と捉

えられる。以上の観点から、産業レベルでのロードマップの機能を、参照する主体と

の関係性等の観点から再度検討する必要があると考えられる。 

現在の日本型ロードマップの機能と特性

産業ロードマップに市場の観点が反映されない

厳密な技術動向予測が難しい

民間主体による作成

技術にフォーカスした網羅的なガイド型技術にフォーカスした網羅的なガイド型
自産業の企業が参照し、意思決定を行うことを想定自産業の企業が参照し、意思決定を行うことを想定

自産業の企業にとって有益な情報が掲載されにくい

しかし・・・

誰が参照し、どういった機能を期待するのか？
求める機能に最適な形態は？  
図８．４ 日本におけるロードマップの特性と課題 

 
8.2 今後のロードマップの可能性 

8.1.1 主体間統合のためのロードマップ 

  8.2.1.1 技術目標設定型ロードマップ 

8.1 で述べたように、現状のガイド型ロードマップは先端的技術や市場性の反映が

十分でない等の理由から作成主体の意図に反して当該産業の企業の戦略策定に必ず

しも有効に活用されているとはいえない可能性がある。 
しかしやはり、半導体産業にみられるように産業内の共通基盤となる技術領域の発

展が予測可能であるならば、技術目標を明確化し自産業内のシナジー効果を創出する
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と共に、国全体の産業レベルで装置産業等他の関連業種に対する働きかけに用いる事

は有益であろう。競争と共通便益の二律背反の中で産業内での個別の企業の参照や企

業間連携を期待することも必要である。しかし競争領域と秘競争領域の境界が明確で

あるならばむしろこうした他産業や政府といった他の主体に対する働きかけの方が

効用をもたらす可能性もある。技術オリエンテッドなロードマップの用途の一つには

こうした産業間連携を促進するといったものが期待できるであろう。 
今後、益々産業間の分野融合的な領域からイノベーションが創出される可能性が高

まっている事は一般に指摘されている。そうした産業間融合に向けて、まず他産業と

の円滑なコミュニケーションが必要となるであろう。前述のとおり OITDA 山崎氏

は、「深めるべきだと思う」としながらも、共通の目的、ギブアンドテイクがそれぞ

れ無いと現実はなかなかむずかしいという点を指摘している。半導体産業の例でみら

れるような産業間の垂直的連携を目的としている場合は比較的そうしたギブアンド

テイクのインセンティブが明確であり、また必要な設備投資の額が多大である等、連

携の必要性が明瞭な産業においては産業間連携にロードマップが利用できる部分は

大きいと考えられる。その際具体的には、ロードマップには概略的な戦略に沿った必

要技術と、その具体的な将来目標数値を提示し、垂直産業へ積極的に公布するといっ

た運用策が必要と考えられる。Canadian Electric Power Technology Roadmap: 
Forecast （Industry Canada,2000）15のように産業レベルでの戦略プランニングプ

ロセス自体にサプライチェーン全体の参加を促すことに着目しているロードマップ

も存在する。こうのように、ロードマップ作成過程への他産業の積極的参加も一つの

課題となりうるのである。 
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技術目標設定型

機能
垂直産業統合
産業内シナジー

• ・
形態
要素技術の目標値

運用
垂直産業への配布
垂直産業の作成過程参加

対象
自産業
垂直産業

適した産業
漸進的イノベーション産業

タイム
フレーム目標値

要素技術

 
図８．５ 技術目標設定型ロードマップ 

 

8.2.1.2 異業種統合型ロードマップ 

 また、「他の産業というか、他のこととのつながりでどんな新しい機能、面白いこ

とが生まれてくるんで（中略）いろんな産業を結びつけるってことと、それを実施で

きる環境作りが私は一番大事だと思いますんで」（JEITA 穂刈氏）という発言にも

示されるように、今後産業間の水平的連携にも重点がおかれるであろう。こうした連

携を行うために互いのギブアンドテイク関係を明確にするためにも、市場性を考慮し

た共通の言語が必要となる。こうした目的にロードマップを使用していくことが今後

重要であろう。「アンケートをとってみると、むしろ他の産業のほうがよくみている」

（JCII 小澤氏）とされたように、他業種が異分野との提携を模索する際に用いるコ

ミュニケーションツールとしての機能が期待できるのである。その際には、網羅的と

いうよりむしろ市場性といった社会動向からみた概略的な産業の動きを示し、自産業

から援用可能な技術、あるいは他産業等に要望する技術を大まかに示すといった形態

のものが必要と考えられる。また他産業による参照を前提とし、より平易な参照を可

能とするための用語集等の整備、市場と技術の全体像を概略的にリンクさせるフォー

マットの線表を用いたロードマップの作成、さらには WEB 上での積極的な公開や他

産業団体への積極的配布、作成作業自体への他産業メンバーの参加やフィードバック
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といった運用策が提案されよう。 

異業種統合型

機能
異業種連携

形態
市場性と自産業の技術間の
　　関係性明示

運用
異業種への積極的配布
用語集等の整備

対象
異業種

適した産業
川下産業

タイム
フレーム

要素技術

市場

 

図８．６ 異業種統合型ロードマップ 
 

8.2.1.3 政府主導型ロードマップ 

 またもう一つ現在の日本の大きな問題点として、政府による資金援助という側面が

ある。先にもふれたように、現在日本における政府からの研究開発援助額は世界的に

みて相対的に少ないとされている。また「お金のかけ方が下手。それから統制をとる

人の統制力がない」（JEITA 穂刈氏）というように、真に有効な政策的面からの産

業支援が望まれているのである。 
米 DOE ではこうした目的の為にロードマップを用いている。Alminium Industry 

Vision The Alminium Association,200116は 1996 年に策定された同業界における戦

略文書の改定版である。これによればこういった前回の戦略策定及びそれに対する実

施施策として、ロードマップの作成が 75 以上のプロジェクト創出に寄与した点等を

挙げている。しかしこうしたロードマップの効用に対する事後評価に関しては他に資

料がなく、効用の検証プロセスが存在しないこと自体もロードマップ作成上の問題点

として指摘されうる。ともあれ各産業団体による積極的な政府への働きかけ、あるい

は政府主導型のロードマップ作成といった試みは日本ではまだ認識が低いと考えら

れる。政府は近年、市場オリエンテッドなロードマップに関心を移している、あるい
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は「短期で結果をだせ」、という風潮が高まっているとの指摘（NEDO 井上氏）か

らも解るように、政府の関心は市場からの収益性といった点にシフトしている。単に

短期的成功のみを考慮し長期的展望を欠いた投資を行う、あるいは成功確率自体の低

い基礎研究分野への投資が削減されるといった状況は好ましいものではなく、バラン

スが必要であろう。ともあれ、産業政策の用途にロードマップを用いる有益性は、日

本においても少なくないと考えられる。 
米国での政府主導によるロードマップは、多くはボリュームが少なく、市場等の産

業動向から目標、主要障壁、個々の施策や R&D 項目を策定し、さらに市場性等の項

目により個々の施策を評点評価し、タイムフレームで示すというフォーマットで作成

されている。ここに記載されている分析は網羅的ではない。しかし、各企業の共通認

識となるような大まかなレベルで市場性を考慮し、それを軸に基礎技術の選択を行い、

実現に向け具体的なアクションに直結させる意図が伺われる。また政策実現に向け、

費用対効果、施策実施主体の明記（官/民/共同）、ロードマップにより導出されるプロ

ジェクトや既存プロジェクトとの整合性、必要追加投資額といった実際の導入時に必

要な分析が附加されている。民間主体作成のものでも作成意図が政府に対する提言に

あるタイプのものにはこうした分析が付加されている例もある（Solar Electric 
Power, The U.S. Photovoltaic Industry roadmap, 2001）17。 
 これに対し、日本ではロードマップによる統一的な施策評価は行われていない。政

府による施策策定に現在用いられている調書、白書といった文書を作成する際には、

フォーマットの選択は各作成主体の自由裁量に任されている（NEDO 井上氏）。ロ

ードマップによる施策評価に対する認識が高くない原因の一つとして井上氏は、先に

述べたような政府プロジェクトの短期化、あるいは公にロードマップを公表すること

でコンセンサスに関する問題が発生する点等を指摘している。しかし今後の日本の政

策的産業支援の観点で言えば、個別の事項が厳密にコンセンサスが得られるかどうか

ではなく、長期的な展望に基づいた文書、あるいは市場動向に沿った施策を実現する

ための材料を提供する事が重要であろう。その際、産業毎に異なったフォーマットで

作成された資料、あるいは市場性との結びつきを記載していない要素技術に関する資

料を元に施策を決定していくのは容易ではない。こうした理由から、ロードマップと

いう共通したフォーマットにより各産業団体が必要な支援を訴え、政府が比較対照を

行い施策決定し、事後評価を行うといったシステムの確立が必要であると考えられる。 
またロードマップは公開され、比較可能なオープンなものであるからこそ、産業間

での資源配分等に対する透明性も担保できると考えられる。WEB 上では政府による

ロードマップ作成指示書にあたるものも掲載されている。ここでは作成プロセスやサ

ーベイ用のフォーマット例といったきめ細かい支持が与えられており、異なる産業間

でも共通のフォーマットを用いた比較対照を可能にしたと考えられる。あるいは民間
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産業主体同士が互いの産業の動向を共通のフォーマットで概観し合うことこそが、産

業間連携に対する誘因、産業間連携推進施策として機能する可能性も指摘できるので

ある。 

政府主導型

機能
政策的施策立案
資源配分

形態
施策提示
産業間共通フォーマット
行為主体、プロジェクト案、
　　費用対効果等
　　の追加分析
事後評価

運用
公開

対象
政府

市場

施策

タイム
フレーム

プロジェクト

•行為主体
•費用対効果・・・

 
図８．７ 政府主導型ロードマップ 

 

  8.2.1.4 ロードマップの主体間統合機能 

以上の議論から、ロードマップの今後の方向性を展望した物が次の図８．８である。

この図に示したように、日本におけるロードマップは現在の網羅的な技術ガイド型か

ら、より異なった業種とのコミュニケーションツールとして、あるいは省庁によるト

ップダウン的な国家レベルでの戦略策定ツールへと発展している可能性を秘めてい

ると考えられるのである。 
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今後のロードマップの方向性①
　　　　　　　・・・主体間統合のためのロードマップ

網羅的技術ガイド型
機能
・辞書
・発想喚起
・戦略の俯瞰
・産業内コミュニケー
　ション促進

形態・運用
・要素技術間の　　　
　マッピング、リンク

技術目標設定型
機能
・垂直産業統合
・産業内シナジー

形態・運用
・要素技術の目標値
・垂直産業への配布
・垂直産業の　　　　
作成過程参加

異業種統合型
機能
・異業種連携

形態・運用
・市場性と自産業　　
　技術の関係性明示
・異業種への積極的
　配布

政策立案型
機能
・政策的施策立案
・資源配分

形態・運用
・施策提示
・産業間共通　　　　
　フォーマット
・追加分析
・事後評価

垂直産業

異業種

政府

現在の日本型

技術

統合

自産業

ガイド 戦略  
図８．８ 主体間統合のためのロードマップ 

 
また、各タイプのロードマップに想定されるフォーマットの例を図８．５から８．

７に示した。こうしたフォーマットはほんの一例に過ぎない。しかし、目的を明確に

することにより求められるフォーマットもまた異なることから、最適なフォーマット

を策定するノウハウ自体の蓄積も、今後の運用上求められているといえよう。 
 以上、今後のロードマップの可能性の一つとして、産業間、官/民間等異なる主体間

のリンクとして、ロードマップが機能する可能性について概観した。 
 

8.2.2 産業内イノベーション喚起のためのロードマップ 
しかし、JEITA 穂刈氏の話にもあるように、日本の競争力低下の大きな要因の一つ

は個々の企業が市場ニーズを捉えられなくなったことにあることも指摘できる。

OITDA 山崎氏の指摘にもあるとおり、こうした事情は政府も認知しており、産業政

策を市場よりにシフトするといった動向も現れていると考えられる。しかし事業化と

いう側面を考慮することが各企業の競争領域に抵触する二律背反という事情から、特

に日本のような民間主導型のロードマップには技術的側面が強く現れていると解釈
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できる。こうした事情により、現在のロードマップは必ずしも産業内の企業間コラボ

レーションや、各企業の研究開発に寄与しているとはいえない事がインタビューでも

示唆されている。 
 市場ニーズを考慮した領域は、あくまで各企業の競争に委ねられる。しかし日本

の大きな問題点の 1 つには、各企業で市場ニーズを取り込んだ戦略がうまく設定され

ていないことにあるとの指摘もある。山崎氏によれば各企業には企業レベルのロード

マップやビジョンが利用されている。技術の事業化という観点からは企業ロードマッ

プの有効性が大きな問題となる。しかし事業化といった事を考慮した各企業のロード

マップの対象年度は「3 年、５年」（OITDA 山崎氏）といったように短期的展望に基

づいている可能性がある。また、「技術の人はシナリオが描きにくい」(OITDA 山崎

氏)といったように、長期的展望の設定と、その技術への落とし込みといった作業が

各企業内で円滑に行われているか、といった点が大きな問題となってくるであろう。 
個々の企業が戦略を明確にすることが産業全体としての戦略的意思決定を効率的

に作用する結果産業としての競争力向上にも繋がる。ならば産業ロードマップの果た

す役割は、まずは作成作業事態を通じて各企業の技術者の目を市場との長期的リンク

に向かわせる、あるいは長期的市場展望の技術へのリンクの必要性を各企業に認識さ

せる点にあるとの指摘も可能であろう。 
産業特性として市場性が明確でない、あるいは半導体産業のように技術の発展が漸

進的イノベーションではないので明確な発展予測が困難である、といった状況は確か

に存在し、適用する産業によって求められるロードマップの形態も異なる可能性もあ

る。しかし市場性の問題は現在避けては通れない問題となっている。問題は市場性が

正確に表現されているか、といった点ではない。むしろ、大まかな範囲でも認識を共

通にすること、また各企業レベルの戦略に市場性の要素を可能な範囲で反映していく

ことが重要であろう。そのためのノウハウの伝達、あるいは視点の転換の必要性を各

企業に訴えていく点に、産業レベルのロードマップを作成する意義もまた存在しよう。

こうした自産業におけるイノベーション喚起機能は、8.2.1 で述べた主体間連携機能

と共にやはり産業ロードマップの果たす重要な役割として捉えられる。この際、各企

業から選出されるメンバーがその後企業レベルでロードマップを用いてどのような

活動を行うか、という点が重要な論点となる。各作成主体は、作成されたロードマッ

プの利用状況に関して意識的にフィードバックを受け有効な活用に活かしていく必

要があると考えられる。 
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今後のロードマップの方向性②
　　　　　　・・・産業内イノベーション喚起のためのロードマップ

企業のロードマップの対象レンジは比較的短期

産業が国際的な競争力を持つには…

各企業が市場ニーズを反映し

　　　　　　　　　　　　長期的展望に立った意思決定をする事が重要

長期的、統合的なロードマップを産業レベルで作成

各企業の長期的・統合的な市場-技術戦略策定を喚起
ロードマップ作成ノウハウの伝達

しかし・・・

産業ロードマップの　
意義は・・・

 
図８．９ 産業内イノベーション喚起のためのロードマップ 

 

8.3 日本でのロードマップの取り組みの課題 
以上、ロードマップの機能と効用を概観してきた。結論としてロードマップを作成

する際には利害関係者や提示対象、用途を明確にした上で最適なフォーマットを選択

することが重要と言えよう。目的の不明確なロードマップはどの主体に対しても有益

な情報を与えないという危険性を孕んでいる。また、本研究では日本におけるロード

マップに関する取り組みにおいて、いくつかの論点が浮かび上がった。 
 
・作成主体スタッフとノウハウ蓄積 
ひとつは作成スタッフに関する問題である。ロードマップ作成の際、作成主体は作

成プロセス等のノウハウを蓄積していく必要がある。しかし日本の場合ロードマップ

は民間産業団体により作成されている。こうした機関では主たるスタッフとなるメン

バーが各企業からの派遣であるためノウハウが定着しにくいといった事情も今回の

調査で示唆されている。今回のケーススタディーでは 1～2 年でメンバーが交代し、

ノウハウの引継ぎが十分になされていない事が明らかになった。目的やフォーマット、

作成プロセスは産業毎に異なる。これらに関するノウハウを蓄積していく事が真に活

用されるロードマップの作成に繋がる。またロードマップが情報として十分に機能す
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るには、環境の変化に対応していく必要性がある。随時の更新体制や戦略的テーマ設

定、普及対象の選択等、戦略的な運用が必要であろう。作成者が短期間で交代し派遣

元企業に戻る事は、ロードマップの長期的な視野に基づく運用を妨げ、形骸化させて

しまう一因となる。 
 
・作成者の選定 
また、ワークショップ等の参加者に関しても、各企業側からの人材が最も優秀ある

いは重要な人材でなければ真に有益なロードマップは作成されない。「はらのさぐり

あい」「お付き合い程度」といった言葉に表現されるような一般的な情報交換に終わ

る可能性も指摘されている。専門分野での知識はもちろん、自社の戦略と守秘部分を

熟知しており、望ましくはある程度の意思決定権を持った人材同士のコミュニケーシ

ョンの場としてロードマップ作成が行われれば、企業間コラボレーションにも発展す

る可能性があるであろう。企業側がロードマップ作成に真摯に取り組み、最適な人材

を派遣する必要があるのである。 
 
・参加企業の戦略の明確化 
さらには、日本企業ではトップダウン的な統制力の弱さに起因する戦略力の弱さが

しばしば指摘されているのであるが、明確な戦略の不在が企業間で協調すべき領域と

守秘すべき領域の曖昧さにつながり、長期的な視野にたった産業間協調を阻害する可

能性も指摘できよう。産業レベルの戦略の明確化と企業レベルの戦略の明確化は相補

的な関係にあるとも捉えられる。企業レベルにおけるロードマップの確立が重要な課

題であるといえる。 
 
以上、ロードマップが真に有効に機能するには、参加企業側の真摯な取り組みの姿

勢が不可欠である。産業内コラボレーションの必要性に対する認識や、自社の競争領

域とコラボレーション領域の明確な峻別はまだ日本の産業において不十分である点

が指摘できる。今後の日本における産業発展のためには、産業レベルでこれらの認識

にコンセンサスを得ておく必要が考えられよう。自産業ではロードマップが必要なの

か、作成目的はなにか、どのレベルの効果を期待するのか、そのためにはどの程度の

資源を投入し情報開示をする必要があるのか、ということについての共通認識の確立

が不可欠である。そうすることによって、ロードマップに掲載される情報も有意義な

物となるであろう。 
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日本でのロードマップ導入の課題

目的、対象主体の明確化目的、対象主体の明確化
最適なフォーマット、運用が行われているか

作成主体での戦略的なノウハウ蓄積作成主体での戦略的なノウハウ蓄積
民間産業団体主導・・・・作成メンバーが短期で交代

作成参加者の選定作成参加者の選定
企業からの参加・・・・・・最適な人材が派遣されているか

企業の戦略の明確化企業の戦略の明確化
競争領域と非競争領域の切り分けが不明確

　参加企業間でロードマップに対する取り組み姿勢に

関するコンセンサスを明確にすべき
 

図８．１０ 日本でのロードマップ導入の課題 

 

8.3 日 本 産 業 と イ ノ ベ ー シ ョ ン の た め の    

ロードマップ 
現在、産業全体が先行きの予測がつかない構造的不安定さを抱えている。また多く

の産業で日本の産業が得意とするとされる漸進的イノベーションからの飛躍の時期

を迎えており、戦略的意思決定の重要性が高まっている。 
日本の産業は戦略面での弱さがしばしば指摘されている。数多くの事業を抱えた日

本の大企業の多くの事業が非効率化しているとされている。こうした状況でこそトッ

プダウン的な戦略的意思決定の必要性も高まっているであろう。日本の産業競争力は、

少なくとも現在は数多くの事業部を抱えた大企業に依拠するところが大きい。企業レ

ベルで捉えれば、そのような資源の分散が起こりがちな組織形態でこそ効率的な戦略

立案が必要であろう。国家レベルの観点からも、日本の各々の企業は高い技術力があ

りながらも同質競争により体力を消耗している事が盛んに指摘されている。しかし逆

に戦略的意思決定を有効に行うことでシナジー効果の創出等を行い、そうした産業形

態を強みに転化できる可能性も秘めている。以上の観点からは、むしろ欧米諸国より

日本でこそロードマップといったツールの必要性が高いといった観点も指摘できよ
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う。 
欧米では近年ロードマップを用いてトップダウン的な戦略立案を行っている。その

際、ロードマップは政府主導型や、企業の例では Motorola 社に見られるようにリソ

ース、タイムライン等と密接にリンクし、マネジメントに用いられている。日本にお

いても同様に、ロードマップを用いた戦略的意思決定やトップダウンマネジメント強

化の必要性は十分に検討の価値があるものであろう。 
しかし日本の産業はボトムアップ的な組織であることはよく指摘されている。これ

までボトムアップによる創造的活動が日本企業を支えてきた大きな要因であること

は事実であろう。ロードマップ等の手法による戦略、施策に縛られた、行き過ぎた管

理はイノベーションを阻害する要因にもなりかねない。 
本研究では日本型のロードマップとして、知識喚起、ガイドとしてのロードマップ

という特性が明らかになった。このことは、日本の企業において、ロードマップをよ

り柔軟な創造性発現のためのイノベーションツールとして用いることの可能性とし

て捕らえる事ができよう。ロードマップをガイドとして知識喚起に活用し、コミュニ

ケーションツールとして利用していくことによりボトムアップ的なイノベーション

を促進できる可能性があり、むしろそうした用途が日本企業の持つ特質に整合的であ

る可能性も考えられる。ロードマップ作成プロセス自体にもイノベーションを喚起す

る創造的効用がある。またロードマップを用いて常に技術の全体像や市場との接点を

視野に入れ、企業内外でコミュニケーションを行う事が新たな発想に繋がるであろう。

JCII 小澤氏はロードマップのこのような側面に関して、「（特に化学産業のように技

術の発展が明確に予測できない産業においては）セレンディピティーを見逃さない」

「ロードマップを持って話をする」等の機能が期待できると述べている。 
現段階では産業レベルのロードマップは、内容が一般的で情報としての価値が不十

分等の理由でこうした自産業の研究開発促進目的にはまだ十分に利用されていると

はいえない事も本研究では明らかになっている。また企業レベルでは守秘性のため必

ずしも研究開発戦略が下のレベルまで明確に開示されないという指摘もある。しかし

ロードマップを単に管理のために上層部から与えられた規定や厳密な技術予測、ハイ

レベルな意思決定や企業間コラボレーション等の戦略情報として用いるのではなく、

現場個人レベルにおいても自由な創造性に結びつける事ができれば、更なるイノベー

ションを期待する事ができるであろう。IT ツールや企業内教育での利用等による現

場レベルへの普及や、産業間共通フォーマットの策定による異業種コミュニケーショ

ン用途の促進等、現場レベルでの認知度向上のための方策をさらに積極的に行ってい

く必要性が指摘できる。この際、ロードマップの効用を、ロードマップ上に記載され

ている情報の正確性や、施策の実現においてのみ測るのでは不十分である。ロードマ

ップを共通の言語として用いることにより知識を共有し、発想の喚起を測り、コミュ
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ニケーションを促進することがボトムアップによるイノベーションにおいて果たす

可能性は大きい。ロードマップを広くイノベーションへの効用に着目して捉える重要

性が指摘できるのである。 

日本産業と
イノベーションのためのロードマップ

トップダウン的戦略策定の重要性

ボトムアップ的なアプローチによるイノベーション
が日本の強み

ＩＴ、教育等を通じた現場レベルへの普及が必要

同時に・・・

イノベーションツールとしてのロードマップ
•コミュニケーション、知識喚起による
ボトムアップのイノベーション

 

図８．１１ 日本産業とイノベーションのためのロードマップ 

 
今後、ナノテク、バイオといった先端的、融合的分野でのサイエンスドリブンイノ

ベーションのスピードは益々加速していくと考えられる。これらの産業で競争力を獲

得していくことが日本の重要な課題であろう。ロードマップといった手法を用いてビ

ジョンに基づいた素早いイノベーション創出を行う必要性は、益々高まっている。 
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